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第 1 節：研究の背景 
1. なぜ途上国の社会保障制度なのか 
 近年、途上国における福祉国家論や社会保障制度に関する研究は、大きな関心の的とな
っている(Haggard and Kaufman 2008, 2009; Rudra 2002, 2004; Rudra and Haggard 
2005; Mares and Carnes 2009; Adésínà 2009)。ラテンアメリカやアジア諸国、中東欧諸
国などの国において、社会保障制度は古くから存在したにもかかわらず、近年強い関心を
もたれてきた。例えば国際通貨基金(International Monetary Fund: IMF)は、「IMF プロ











































社会権が確立していない以上、福祉国家とは呼ばれない(新川 2011, 7 頁)。そのため近年
のアジアやラテンアメリカなど途上国地域における福祉国家論への関心の高まりは、単純
に経済発展に伴う富の再分配としてだけでなく、社会保障制度が市民の一つの権利として
                                                  
3 このオケーショナルペーパーについては、IMF ホームページ参照、










6 民主化における第 3 の波とは、1974 年のポルトガルの民主化に端を発し、1990 年の間までに世界的に
民主主義が拡大した現象である(ハンチントン 1995)。「第 1 の波」は、アメリカの独立やフランス革命な
ど、1828 年から 1926 年までの比較的に長い期間であり、その後 1922 年から 1942 年までの間に生じた
ファシズムや共産主義の興隆は、「第 1 の揺り戻しの波」とされる。第 2 次世界大戦期の 1943 年から 1962
年までの間に生じた脱植民地化の流れは、新たな民主主義国家を出現させ、「第 2 の波」とされる。しか
し、この第 2 の波も、ラテンアメリカにおける相次ぐ権威主義体制の出現に見られるように、1958 年か
ら 1975 年の間に生じた「第 2 の揺り戻しの波」によって霧散する。ハンチントンによれば現在の民主化








リッツ 2002, 22 頁)。 
 またこの 20 年余りの間の政治、経済、社会領域での大変革時代において、貧困問題や
高齢化、あるいは女性の社会進出といったライフスタイルの変化による子育て問題などへ
の対応において、従来の正規雇用者を対象としてきた社会保険だけでは対処できない幅広
い福祉に対するニーズが生まれている(宇佐美 2005, 7 頁)。途上国の社会保障制度は、諸
個人及び社会の歴史的変革への適合過程において出現し、あるいは再認識されてきた福祉
ニーズへの対応として近年整備されたのである。 









 また第 2 に、経済主体としての貧困層の重要性が増していることも、社会保障制度整備
への関心と関連している。世界で約 40 億人ともいわれる貧困層の潜在的市場規模は、約 5
兆ドルにものぼるが、こうした貧困層を対象とした BOP(Base of the Pyramid)ビジネスが
隆盛となっており、アメリカ国際開発庁 (United States Agency for International 
Development: USAID)なども BOP ビジネスへの支援を行っている8。実際民間企業におい
ても、例えばユニリーバは石鹸などを小分けにして安価で販売するなど、貧困層向けの商
品を拡充することで一定の利益をあげている。それと同時に、途上国において石鹸による
                                                  
7 詳細については、JICA ホームページを参照 
[http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/SearchResultView/F1C4AD53BD1E151F492575D100353






 こうした BOP ビジネスの最大の問題は、消費者としての貧困層がどれだけの現金を有
しているのかが重要であるが、当然のことながら貧困層が保持する資産は僅かである。し
かし、近年貧困削減の一つの政策として国家やドナーによる貧困層への現金給付が有効と



















中心のシステムがその特徴とされる(宇佐美 2003, 203-204 頁)。また中東欧地域では、社
会主義期以前の制度から引き継いだビスマルク型の保険制度と、社会主義期に導入された
生活必需品の現物支給などの普遍的な制度の組み合わせにより社会保障制度が構築されて
いる（貧困対策や失業時の支援制度はない）(仙石 2010, 63 頁)。最後にアジアでは限定的
な社会保険制度と、福祉に対する家族の役割の重視が特色とされる(宇佐美 2003, 203 頁; 
Haggard and Kaufman 2008, p.1)。 
                                                  
9 エスピン・アンデルセンの研究は、「各階級の同盟形態がその後の制度成立において決定的である」と
し、階級同盟論とも呼ばれるが、コルピの権力資源論の発展形と考えられることが多いため、権力資源動

































                                                  




南アフリカは人口 5059 万人、アフリカ民族会議（African National Congress: ANC）(組
織の詳細などは第 4 章)による政権のもとで政治的に安定し、豊富な鉱物資源の輸出を通じ
















域の中所得国に比べても大規模な社会手当制度と指摘される(Seekings 2002; Stevens 
2006)。社会手当全体の受給者数は約 1400 万人以上であるが、そのなかでも児童扶養手当
は 960 万人、老齢年金手当は 275 万人に給付されており、世帯にとって重要な所得源とな
るとともに、社会開発の向上に役立っている(Lund 2011)。 
一方ナミビアは人口 232 万人（2011 年）、一人当たり GNI は購買力平価換算で 6520 ド
ル（2011 年）の低中所得国である12。1990 年の独立以降、南西アフリカ人民機構





                                                  
11 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外
務省[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/s_africa/data.html]を参照（参照 2013 年 7 月 28 日）。 
12 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外
























































































2 章)、歴史的経緯(第 3 章)、一党優位システム(第 4 章)、アクター間関係(第 5 章)に分けて
分析する。 










 第 4 章と第 5 章では、第 3 章で提示した制度変化形態とアクターに関して、それぞれの
制度変化を促したアクターの選好と行動を明らかにし、両国においてアクターの関係性に
いかなる違いがあったのか分析する。まず第 4 章では、一党優位政党制のもとで政策形成
の主導的立場にあった ANC と SWAPO に焦点を当て、両政党が外部環境変化に対してど
のような選好を有して政策を形成し、社会福祉制度を位置付けたのか、国家の開発政策や
選挙競争との関係から分析する。 






                                                  
13 南アフリカ労働組合会議(Congress of South African Trade Unions: COSATU）や、ナミビア労働者
全国組合(National Union of Namibian Workers: NUNW)など、各労働組合の歴史や組織の詳細について
も、第 5 章において明らかにする。 
11 
 





















徴について研究が進められてきた(宇佐美 2001, 2003, 2005; Haggard and Kaufman 







                                                  
14 代表的な研究としては以下のものがあげられる(Wong 2003; Avelino et al. 2005; Weyland 2007; 

























































































































後発福祉国家論あるいは新興福祉国家論が勃興している(宮本 2003; 宇佐美 2003, 2005)。
こうした研究では、先進福祉国家論で行われた議論を、先進国以外で社会保障制度の整備




























(Huck-ju Kwon)は「選別的開発福祉主義(selective welfare developmentalism)」と呼び、
同じ開発主義のなかでも普遍的な社会投資や民主主義体制を基にする「包摂的開発福祉主
















































and Seekings 1997; Seekings 2002, 2008; 牧野 2005)。このような研究において、
COSATU を中心とした労働運動や NGO、宗教団体といった市民社会組織20による提言活
動の及ぼした影響について指摘されてきた。特に COSATU は、ANC 及び南アフリカ共産
党(South African Communist Party: SACP)と三者同盟（Tripartite Alliance）を結び彼ら
の重要な支持基盤となると同時に、産業界などを交えた政策協議機関である全国経済開発
                                                  
19
 ファン・デル・ベルグらによれば、2000 年以降貧困は低下しており、特に 2002 から 2004 年期間に
おいて、雇用創出とともに社会手当の大幅な拡大が貧困削減に貢献していることが指摘されている(Berg 
and Bredenkamp 2002)。他に社会保障や社会政策の効果に関して分析したものとして以下のものがあげ
られる(Case and Deaton 1998; Bhorat 2001; Case et al. 2005; Barrientos and DeJong 2006)。 
20
 アフリカ政治における市民社会を論じたものとしては、(Bayart 1983; Ekeh 1992; Bratton and Van 






















 COSATU のこのような特質は、アパルトヘイト時代から「社会的組合主義（social 










1997; Gray 2006; Seekings and Nattrass 2006; Visser 2009)。これらの研究ではまず民主
化後の南アフリカ政府による経済・開発政策が、人種間の格差是正を目的として再分配を
重視していたことを指摘する。この再分配を重視した政策は「復興開発計画















は南アフリカ同様制度の貧困に対する影響分析である(Morgan 1991; Devereux 2001; 


























































































Thelen 2010, p.2)。 
そのなかで近年、内生的要因による制度変化を分析する理論的枠組みとして、漸増的変
化論や言説的制度論を用いた政治研究が増えている(Hacker 2002, 2005; Streeck and 
Thelen 2005; Schmidt 2008; Mahoney and Thelen 2010)。特に歴史的制度論は、合理的
選択論との間で理論的収斂が進み始め、多様な制度変化パターンを類型化し始めてきた





そが制度継続の要となる(新川 2005, 254-255 頁)。したがって、制度内部のアクター関係
に何らかの変化が生じる場合や、あるいは制度自体が外部の環境変化に適応できずに機能
を喪失する場合、その制度は流動化し、新たな政治的機会の出現とともに新たなアクター

















 図 1-1 制度変化の類型 
  制度内変化への障害 
政治環境の現状維持志向
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加藤によれば、制度変化プロセスにおいて 2 つの局面が重要になる。1 つは選好形成な
どアクターが自らの目標を設定する局面であり、もう 1 つは政治的同盟形成などの支持調
達局面である(加藤 2009, 159-160 頁)。南アフリカやナミビアな場合、アクターがこのよ
うな局面でどのように目標を定め、その目標達成のためにどう行動するかは、ある程度政
治構造内部における力の強弱関係によって規定されていると考えられる。例えばナミビア
































義と社会保障制度との関係について 3 つの理論アプローチの存在を示している(Rudra 





 第 2 のアプローチは利益集団(interest group)21の政策形成過程における影響力を強調し
たものである。利益集団による活動は民主主義体制の前提となる思想や言論、集会といっ
た自由の行使を構成するものであり、諸問題に対する見解や情報、考えを政策形成過程に





影響力を指摘する(Brown and Hunter 1999, p.780)。 
  第 3 のアプローチは、社会保障を公共財として捉え、民主主義体制が公共財提供を他
の体制よりも好むことを指摘するものである。ブエノ・デ・メスキータ(Bruce Bueno de 
Mesquita)らは、民主主義体制において、政治的に生存するうえでコストが安く済むため、
                                                  
21
 ルドラらは特に利益集団の定義を行っていないが、本論文においては「共通の利益を有する人々の集













ゴ (Alex Segura-Ubiergo) の共同研究においても強調されている (Kaufman and 


















                                                  
22













った競争力を妨げるコストを抑制する圧力となる(McKenzi and Lee 1991; Gill and Law 
1989; Kaufman and Segura-Ubiergo 2001)。他方で、経済のグローバル化は国家の政策
的自律性を奪うものではないという立場に立てば、グローバル化によって生じるリスクに
備えるために国家は積極的に社会支出を増やし、社会的保護システムをより発展させるこ










る(Rudra 2002, p.19)」と指摘する(新川 2003)。そのため宮本が指摘するように、近年の
経済のグローバル化と社会保障分野における各国の対応把握への試行錯誤状況において、
政治過程及び政策決定過程、制度の形成過程といった国内政治状況の分析を行っていかざ
るを得ないのである(宮本 2002, 12 頁)。 
ではこうした経済のグローバル化という環境変化は、国内のアクターに対してどのよう






































































る所得が不足する状態、いわゆる所得貧困に関して議論されることが多い(斎藤 2005 年, 9
頁)。世界銀行は 1 日 1.25 ドル未満で生活する状態を絶対的貧困と定義している24。2013
年 4 月の世銀による『貧困層の分析：貧困層及び最貧困層の地理的分布』と題された報告
によれば、1981 年時点において途上国の半数以上が 1 日 1.25 ドル未満であったが、その
数値は 2010 年時点で 21％まで低下している(World Bank 2013, p.1)。しかしながら、約
12 億人が今なお極貧状態にあり、なかでもサハラ以南アフリカ地域は、貧困人口において
1981 年の 11％から年々増加傾向にあり、2010 年時点で人口の 34％が極貧層となってい
                                                  
24 1 日 1.25 ドルという基準は 2010 年の『世界開発報告』から用いられているが、それまでは 1 日 1 ド
ルが基準として用いられていた(世界銀行 2010 年)。 
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図 2-1 は、1990 年から 2011 年の間における、南アフリカ及びナミビア、サハラ以南ア
フリカ地域それぞれの HDI の推移である。2011 年時点で HDI ランクにおいて、南アフ
リカは 123 位、ナミビアは 120 位であり、ともに人間開発中位国に位置付けられる。両国




































 南アフリカは人口 5059 万人、アフリカ人(79%)、白人(9.6%)、カラード(8.9%)、アジア







                                                  
25 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外務










マイナス成長であったことを除けば、民主化後の 15 年間において平均で約 3.4％と安定し
た経済成長を遂げている。しかしその一方で、国内における失業率は平均 24％と非常に高
く、民主化後 15 年の間で僅かに増加傾向にある。国内貧困線未満で生活する人口の割合























世帯で約 58％、カラード人世帯で約 35％がライン未満であることを指摘している(Bhorat 






があるのも特徴である(Bhorat and van der Westhuizen 2010, p.50)。月額所得が 322 ラ
ンド未満の割合は、1995 年時点において全体で約 53％、男性約 46％、女性約 66％であ






 民主化以降 10 年の間で国家の貧困レベルに関して、全体的に減少してきたことは明ら
かであるが、その一方で所得格差は増加傾向にある(Bhorat and van der Westhuizen 2010, 












                                                  





藤 1998, 136 頁）。 
 近年、このようなアパルトヘイト時代の構造的な遺制の結果としてだけでなく、
HIV/AIDS 問題が貧困との関係において重要な社会問題となっている。国連合同エイズ計
画(Joint United Nations Programme on HIV/AID: UNAIDS)によれば、2011 年時点にお
いて国内で約 560 万人の感染者がおり、そのうち 15 歳以上の成人で 510 万人、14 歳以下
では 46 万人の感染者が存在する27。HIV/AIDS は国家としてみれば、労働力人口の減少や
労働生産性の低下などにより経済成長へ悪影響を及ぼし、世帯でみれば稼得者の死亡や医
















 ナミビアは人口 232 万人(2011 年)、アフリカ人(87.5％)、白人(6％)、混血(6.5％)であり、
一人当たり GNI は購買力平価換換算で 6520 ドル(2011 年)の低中所得国である28。1990
                                                  
27 UNAIDS ホームページ[http://www.unaids.org/en/regionscountries/countries/southafrica/]参照（参
照 2013 年 3 月 2 日）。 
28 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外務
省[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/namibia/data.html]、 
CIA[https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/wa.html]を参照(参照 2013 年 3







 図 2-3 は、独立後のナミビアにおける経済成長率及び失業率、貧困率をグラフ化したも
のである。ナミビア経済は2009年のリーマンショックの影響でのマイナス成長を除けば、
この 15 年ほどの間に平均で約 4.3%と比較的高い経済成長を遂げている。しかしその一方
で、国内における失業率は平均 24.8％と非常に高いだけでなく、2007 年時点で約 38%を
記録し、厳しい雇用情勢となっている。失業率がこの 15 年で増加傾向にある一方で、国
内貧困線未満で生活する人口の割合は、1995 年 69%、2004 年約 38%、2009 年約 29%で
あり、この 15 年で大きく減少傾向を示している。 
 
































 また南アフリカ同様に HIV/AIDS 患者数が多いこともまた貧困発生に影響を与えてい
る。UNAIDS によれば、2011 年時点での HIV/AIDS 患者数は約 19 万人であり、そのう
ち 15 歳以上の成人が 17 万人、14 歳以下の児童が 2 万人となっている29。 
 











                                                  
29 UNAIDS ホームページ[http://www.unaids.org/en/regionscountries/countries/namibia/]参照（参照

















金給付（Conditional Cash Transfer: CCT）」政策が多くの国で実施されている(Hanlon 
and Barrientos, Hulme 2010; Garcia 2012; Bender and Kaltenborn, Pfleiderer 2013)。 
貧困層を主なターゲットとした現金給付である CCT、その現金給付政策を中心に据えた
社会的保護政策は、現在低開発国 16 ヵ国を含む世界 52 ヵ国で実施されており、約 8 億 6
千万人を対象としている(Bender and Kaltenborn, Pfleiderer 2013, pp.1-3)。もともとは
ブラジルのボルサ・ファミリア(Bolsa Família)、メキシコのプログレサ/オポルトゥニダデ
ス(Progresa/Oportunidades)に代表されるように主に中南米地域において発展してきた制
度であるが(浜口、高橋百合子 2008 年)、近年ではアフリカ諸国においても CCT を政策と















































実際、社会福祉白書(the White Paper for Social Welfare)において、社会扶助と社会保険
を含む包括的な社会保障システムが提示されるとともに、公共事業プログラム（Public 
Works Programmes）のような一時的な雇用プログラムの提供も含めた考えが提示されて











い(Gray 2006)。実際、政府支出として社会扶助に対する割合として、1994 年には GDP
の 2%であったものが 2006 年には 3.5%まで上昇してきた(Seekings 2008)。また社会手当




2011 年に行われた最新のセンサスによれば、人口に占める 65 歳以上の割合は、男性
4.1％、女性6.5％であり、1996年の男性3.9％及び女性5.7％から増加傾向にある(Statistics 
South Africa 2012a)。サハラ以南アフリカ地域の割合が全体で約 3％であることを考える
と、他のアフリカ諸国よりも比較的高いと言えるだろう(世界銀行 2010 年)。また 0 歳か















味合いが強い(牧野 2011 年, 31 頁)。 
 現在の老齢年金手当は、2004 年の社会扶助法（Social Assistance Act）に基づいた社会
手当であるが、以前は高齢者手当（Old Age Grant）とされていたものである。以前の受
給資格は男性 65 歳以上、女性 60 歳以上であり、男女間で資格年齢が分かれていたが、現
在では男女ともに60歳以上の高齢者に給付されている。支給額が月額 1260ランドであり、




図 2-4 はこの 5 年間の年金受給者数の推移であるが、2011/12 年度における受給者数は
およそ 275 万人であり、2006/07 年度の 219 万人から毎年増加傾向にある。また障碍をも
つ高齢者約 129 万人は、老齢年金手当ではなく同額の障碍者手当を受給しているため、全
体としてみた場合カバー率は非常に高くなっている（牧野 2011, 38-39 頁）。 
老齢年金手当の起源は古く、1928 年の老齢年金法（Old Age Pension Act）に遡ること
ができ、ボーア戦争によって土地を奪われ、都市へ流入した白人貧困者を救済する目的で
作られた。当初は白人及びカラードに限定されていたが、年金を用いてアフリカ人支配を
                                                  
30 2007 年時点において、企業年金加入者のうち退職者は約 214 万にであったが、複数の年金基金に加入
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図2-4 南アフリカ年金受給者数推移
(出所)South Afican Social Security Agency[2011]より筆者作成
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る(Patel 2005, pp.70-75)。 
障碍者手当に関して言えば、1996 年から 2002 年まで受給者数は 60 万～80 万人のあた






3 種類がある。児童扶養手当(Child Support Grant)は、15 歳以下の児童の扶養者
(caregiver)で資力調査の適格者に対して児童一人当たり月額 240ランドを支給するもので
ある。2 つ目は養子手当(Foster Child Grant)であり、里親を必要とする 18 歳以下の児童
の扶養者に対して月額 680 ランド支払われる。3 つ目は障碍児扶養手当(Care Dependency 




Grant)であり、病気や障碍により 24 時間の介護を必要とする 18 歳以下の児童の扶養者に
月額 1010 ランドが支払われる。 
 
 
図 2-5 は、1998 年度から 2009 年度までの児童関連の社会手当の受給者数と、社会手当
全体の受給者数の推移である。養子手当は 1998 年度から 2009 年度にかけて約 46000 人
から約 51 万人へ、障碍児扶養手当は約 17000 人から約 12 万人へそれぞれ増加してきた。
しかしながら、その増加数及び増加ペースは児童扶養手当ほどではない。児童扶養手当に
関して言えば、1998 年に制度が出来た当初は 0 歳から 6 歳までが適用範囲であり、受給
者数は約 22000 人であった。その後資格年齢は引き上げられ、現在では 15 歳以下の児童
までの適格者約 960 万人が受給しており、各種社会手当のなかで最も受給者数が多い手当
となっている。児童扶養手当を受給する世帯の半分以上が農村部に暮らす人々であり、3

















(出所）South African Social Security Agency[2007],[2010]より筆者作成
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(出所)Statistics South Africa[2007]より筆者作成 
 
 図 2-6 は、人種別の社会手当受給者の割合をグラフ化したものである。受給者数の 9 割
がアフリカ人であり、アフリカ人世帯にとって重要な所得源であるが、そのなかで児童扶
養手当の受給者のうち 95%以上が女性であり、ほとんどがアフリカ人女性である(Vorster 
and de Waal 2008)。彼女たちの多くがシングルマザーであり、20 代 30 代の母親の申請
が多いが、10 代のシングルマザーの申請は手当自体を知らないことなどの結果として申請
                                                  
32 都市居住者と農村居住者の所得構成を比較した場合、都市居住者の所得に占める手当給付の割合が約
8～9％であるのに対して、農村居住者の場合約 24％～26％となっており、農村居住者にとって所得支援
の及ぼす影響は大きくなっている(Ardington and Lund 1995, p.565)。 
アフリカ人 カラード アジア系 白人
男性 90.50% 6.20% 1.00% 2.30%
女性 89.60% 6.50% 1.30% 2.60%
































and Lund 1995; Case and Deaton 1998; Bhorat 2001; Meintjes and Hall 2010)。 
 ケース(Anne Case)とディートン(Angus Deaton)は、老齢年金手当を受け取っている世
帯で所得分配効果がどの程度あるか分析しているが、特にアフリカ人世帯において効果が




おいて児童の就学率の改善にも貢献していることが指摘されている(Case and Deaton 
1998, pp1348-1359)。南アフリカの世帯構成として、独居あるいは夫婦のみ(3.2%)、2 世
代同居(33.8%)、3 世代同居(52.5%)、4 世代同居(10.4%)であり、3 世代以上の同居世帯が
62.9%と高いことを考慮すると、手当効果が手当を受け取っている世代だけでなく、同居
する世代へ波及効果があることは明らかである(Ardington and Lund, 1995, p.563)33。 
したがって手当給付の児童貧困への効果は顕著となっており、特に児童扶養手当の児童
貧困の削減に果たした役割は大きい(Case and Deaton 1998, p.1359; Meintjes and Hall 
                                                  
33 高齢者世帯に関して人種間でも構成がことなっており、白人高齢者は独居または配偶者のみである場
合が多い一方、アフリカ人世帯では 3 世代構成であることが特徴とされる(牧野 2011 年, 37 頁)。 
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2010)。2008 年において南アフリカの全人口約 4870 万人のうち、18 歳以下の児童数は約
1870 万人であり、人口の約 39％が児童であった。そのうち 2008 年時点において約 1200
万人(児童の 64%)が貧困ライン以下で生活しているが、2002 年においてその数が約 1400
万人(児童の 77%)であったことと比較すると、児童扶養手当の給付額及び給付範囲の拡大
によって約 200 万人の児童が貧困ラインを抜け出したことになる。 
 南アフリカにおける社会手当の影響は、世帯構成などの社会状況と関連することで、対
象者を超えた効果を及ぼしており、開発型社会福祉の考えとともに、「投資」としての意











重し、平等及び差別からの自由を明確にしてきた(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.4)。
独立後の新政権における政策として、雇用や土地分配の面などでのアファーマティブ・ア
クションが導入されてきたが、社会保障制度改革もまたこうした国家目標達成のために実




おいて、社会年金制度は GDP のおよそ 1.36% であり、現金給付全体としてみれば GDP
のおよそ 2％、国家予算の約 6％である(Levine and van der Berg, Yu 2009, pp.21-22)。






2009/10 年度に行われた調査によれば、ナミビアの 65 歳以上の割合は女性約 5.6%、男
性約 3.8% であり、60 歳以上の場合全人口の約 7%を占めており、南アフリカ同様か少し
高齢化率が高い(Namibia Statistics Agency 2012a, p.23)。公的な年金制度以外に、公務
員を対象とした政府機関年金基金(Government Institutions Pension Fund)や、民間労働
者用の基金のような拠出型年金もあるが、規模としては小規模である(Levine and van der 
Berg 2009, p.6)。 
ナミビアの非拠出型社会年金制度としては、主なものとして高齢者を対象とした老齢年金
制度 (Old Age Pension)と、16 歳以上の障碍者を対象とした障碍者年金 (Disability 
Pension)の 2 つがある34。老齢年金制度は、1992 年に国民年金法(National Pensions Act)
によって民族及び人種間の平等を目的とした制度として始まった。この老齢年金制度は資
力調査がなく、年齢条件を満たした市民に等しく給付される。2009 年時点において、月額
450 ナミビアドル(57 米ドル)が一律に給付されており、対象者は 60 歳以上のナミビア人
及び永住権保持者である。2008 年時点において約 13 万人に給付されており、支払いは銀
行預金あるいはモバイルバンキング端末を通じて行われるが、3 分の 2 の受給者はモバイ
ルバンキング端末から受け取っている(Garsia and Moore 2012, p.286)。 
 老齢年金制度自体の起源は南アフリカ同様、1928 年の本国で成立した老齢年金法に遡る
ことができるが、ナミビアは適用範囲外であった。ナミビアに年金制度が適用されるのは






。独立当初は女性 60 歳以上、男性 65 歳以上という条件の違いがあったが、
1992 年の社会年金法によって現行の 60 歳以上全ての高齢者へ給付されるようになった。
人種間で格差のあった給付額に関しては、1994 年に一律 135 ナミビアドルに統一され、
アフリカ人にとっては増額にあたるものの、白人にとっては独立前の 382 ランドに比べ大
                                                  
34 他に独立にかけて自由闘争を戦った人を対象とした退役軍人補助金(War Veterans Subvention)があ
り、年間所得 1000 ナミビアドル未満の対象者に対して月額 2000 ナミビアドルが給付されているが、受
給者はわずか 1767 人である(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.8)。 
35 例えば、1990 年時点において白人のカバー率が 100％であったが、非白人はカラードが 50％、アフ
リカ人に至っては民族間の違いがあるものの、最大でも 40％未満であり、オヴァンボ(Ovambo)やカヴァ
ンゴ(Kavango)、カプリビ(Caprivi)といった民族は最も少なくわずか14％であった(Devereux 2001, p.10)。 
50 
 
幅な減額であった(Devereux 2001, pp.9-14; Levine and van der Berg, Yu 2009, p.10)。そ
の後段階的に給付額は拡大されるとともに、受給者数も 1999 年の約 8 万人からこの 10 年
余りでおよそ 5 万人増加している。 
 もう一方の年金制度である障碍者年金は、ナミビアの国家ドクターによる公式な診断書
が必要であり、HIV 患者も含めて一時的または永久に障碍による影響があると診断された
16 歳以上の市民に支払われる。支給額は老齢年金制度と同様であり、月額 450 ナミビア
ドルで、2008 年時点で約 2 万人に給付されている。 
両年金制度では生命保険への加入が義務付けられており、受給者が死亡した場合重要な
世帯収入となる。この生命保険加入の義務付けは、行政側にとってもメリットがあり、年
金給付が死亡後にも継続する可能性を減らす助けになっている(Levine and van der Berg, 
Yu 2009, p.8)。この生命保険から葬儀代が支払われる仕組みになっており、上限で 2200
ナミビアドルまで支払われる。現在、老齢年金制度及び障碍者年金制度受給者は併せて約
15 万人であるが、1990 年時点で約 5 万人から大幅に増加してきており、今後の高齢化率
の予測約 21%を考えると、今後さらに増加すると推察される(Stewart and Yermo 2009, 




Maintenance Grant)、養子手当(Foster Care Grant)、特別扶養手当(Special Maintenance 
Grant)、保護施設手当(the Place of Safety Allowance)から主に構成されている。1960 年
に児童法が(the Children’s Act)適用されたが、児童関係の手当が施行されたのは 1977 年
になってからであった(Garcia 2012, p.287)。しかし手当の適用範囲などは、南アフリカ本
国同様アパルトヘイト政策の影響から人種間の格差があり、給付格差の完全な是正は独立
後の 1997 年になってからであった。 
 児童扶養手当は 18 歳未満の児童のいる適格世帯に給付されるが、児童が学生である場
合は 21 歳まで資格が与えられる。対象者であるナミビア人市民及び永住権保持者に対し





児童が 7 歳以上である場合は就学していることが条件として追加される。2008 年時点に
おいて、約 8 万 6 千人以上が受給している(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.17)。 
 養子手当は 1960 年の児童法によって定められた、養子を養育する世話人に給付されて
おり、児童裁判所(Children’s Court)の命令と、ソーシャルワーカーによる評価によって給
付が決定される。給付額は児童扶養手当同様であり、2008 年時点において約 13400 人が
受給している(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.17)。特別扶養手当は、児童を対象と
した障碍者手当のことであり、16 歳未満の児童に月額 200 ナミビアドル(25 米ドル)が給
付されており、児童が 16 歳になったときに障碍者年金に切り替わるようになっている。
保護施設手当は、家庭内暴力からの保護など短期的に施設に保護された 21 歳未満の児童
に対して、1 人当たり 1 日 10 ナミビアドルが給付される。 
 社会手当のなかで最も受給者数が多いのは、児童扶養手当及び養子手当であるが、これ
らは併せて 2003 年の時点で約 1 万人程度の受給者数であったが、5 年後の 2008 年時点で
は 10 倍の約 99500 人まで増加している(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.17)。この
増加の大きな原因の一つは、「エイズ遺児と HIV/AIDS のために弱い立場に置かれた児童







 2009/10 年の調査によれば、世帯収入に占める社会年金の割合は全体としては 11%であ
るが、都市部 4.5%、農村部 16.1%であることを考慮すると、農村部においてはその位置付
けがより重要となっている(Namibia Statistics Agency 2012a, p.56)。社会手当の割合が










存に欠かすことのできないものへ使用されている(Devereux 2001, pp.29-30)。 
 社会年金が貧困削減へどの程度影響を与えたのかに関して、レビン(Sebastian Levine)
らによれば、年金給付がある場合、年金がない場合に比べて貧困発生率をおよそ約 30%減
らす効果がある(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.30)。また社会年金ほどではないも
のの、社会手当のなかでも児童扶養手当は貧困ギャップ率の低下などに好影響を及ぼす効
果がある(Levine and van der Berg, Yu 2009, pp.32-33)。 
 しかし社会手当に関して言えば、類似した南アフリカと比べた場合、本来受け取ること
ができるにもかかわらず受け取っていない割合が、ナミビアの方が圧倒的に高くなってい






















































表 2-7 主要な制度形成及び改革 
 年 南アフリカ ナミビア 
1913 児童保護法の成立   
  養育手当(maintenance grant)の導入   
1921 家族手当(family support)   
1928 老齢年金法成立   
  老齢年金手当(白人・カラード)   
1944 年金手当のアフリカ人への拡大   
1949   老齢年金手当導入 
1960   児童法成立 
1965   非白人へ年金拡大（アフリカ人は除く） 
      
1973   老齢年金制度の導入(アフリカ人含む) 
1977   児童関連の手当導入 
      
1990   独立 
1992   国民年金法成立(60 歳以上の全高齢者) 
1994 マンデラ政権  
1996 ルンド委員会発足   
1997  社会手当の格差解消 
1998 児童扶養手当(child support grant)導入   
      
2000 養育手当の廃止   
  テイラー委員会発足   
      
2004 社会扶助法成立   
  年金手当改革(60 歳以上の適格高齢者)   
2008   BIG パイロットプロジェクト開始 
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341 万のうち約 45 万人が出稼ぎ労働者であった(トンプソン 1995, 291 頁)。 
 工業の急速な発展は、大規模なアフリカ人労働者の都市への流入をもたらしたが、それ
と同時にボーア戦争によって土地を奪われ都市に移動した白人貧困層(プア・ホワイト)と
















物資源をめぐって第 1 次ボーア戦争(1880 年‐1881 年)が勃発した。第 1 次ボーア戦争はイギリスの敗北




してこの頃整備された(Fleisch 1995; Seekings 2007c)。それ以前において、福祉は家族的
な繋がりに基づいたインフォーマルなものであり、政府は教会の貧困救済的行為への助成
など民間の活動支援が主なものであった(Sagner 2000, p.525)。児童や高齢者、障碍者な
どに対する社会扶助制度に関して言えば、1913 年に児童保護法（Children’s Protection Act）
による児童に対する養育手当（maintenance grant）が整備され、1921 年に家族手当
（family support）が導入された(Patel 2008, p.127)。高齢者に対する年金制度に関しては、
1927 年の「老齢年金及び国民保険に関する委員会第 1 次報告書(First Report of the 






既に存在したと考えられる(Union of South Africa 1927, p.15)。また年金制度の導入のも
う一つの背景としては、1900 年初頭の 60 歳以上の白人の割合が 3％ほどであったのに対
して、1920 年代には 6％まで上昇したため、家族のみによる高齢者ケアの負担が無視でき










それらの行動への対応を迫られたのである(トンプソン 1995, pp318-320)。 
年金の拡大は、アフリカ人への職業訓練の導入などとともにこうした批判への僅かばか
りの譲歩であったが、鉱業部門における資本家層からはこうした政府の対応に一定の評価
                                                  


























。1978 年に発足したボータ(Pieter Willem Botha)政権は国内及び国際的なアパルトヘイ
ト政策の非難に対して、白人による支配を維持しつつ、非白人の政治的権利の拡大を図り、
国内自体の収拾に乗り出した。1983 年に憲法を改正し、国会を 3 つの人種(白人・カラー
ド・インド系)に分けた人種別三院制議会を導入し、外交や課税といった全体の問題とは別
                                                  
40 その後人種間の格差は徐々に是正され、90 年の支出の割合は白人 23%、アフリカ人 52%、カラード
及びインド系は 24%まで改善された。 
















額は 70 年代以降増額され、1966 年時点で白人向け年金額の 13%程度であった価値は、
1980 年時点で 30%まで上昇し、アパルトヘイト終焉の 1993 年には格差はほぼ解消された
(Seekings and Natrass2006, p.150)。また受給者数においても、1970 年代後半において
およそ 7 割がアフリカ人であったが、1993 年時点では約 8 割にまで増加しており、アフ
リカ人世帯にとって重要な所得源となっていたのである(van der Berg 1998, p.6)。こうし
た人種間の格差が減少した背景として、アフリカ人への政治的配慮に加えて、資力調査付
きの老齢年金制度及び社会手当に申請する白人が少数であったことから、白人保守層から









貧困削減を目指す戦略が採用された(Patel 2008, p.73)。実際、社会福祉白書(the White 
Paper for Social Welfare)において、社会扶助と社会保険を含む包括的な社会保障システ
ムが提示されるとともに、公共事業プログラム（Public Works Programmes）のような一
時的な雇用プログラムの提供も含めた考えが示された(Department of Welfare and 
Population Development 1997)。 
こうした考えは、民主化交渉期であった 1992 年に、国家保健人口開発省(Department of 
National Health and Population Development)から出された新たな社会福祉制度に関す
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のままであった(牧野 2011, 39 頁)。こうした欠陥に関する対応がなされないまま、制度は
世帯貧困の改善という意味合いを強く与えられることで継続したのである。 
一方、ポスト・アパルトヘイト期の南アフリカの制度改革において、最も大きな変化は
1998 年の児童扶養手当の導入であるが、この制度の導入の基盤となったのは 1996 年に出
された「児童及び家族支援のためのルンド委員会(The Lund Committee for Child and 
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42 ルンド委員会は、ナタール大学社会開発研究センターのフランシー・ルンド(Francie Lund)を議長と
し、MINMEC(Committee of national Minister and provincial Members of Executive Committee for a 
particular sector)によって任命された者、MINMEC の許可を受けた組織の者、そして福祉省(当時)の役
人によって構成された。 
43 1996 年の社会扶助法の修正によって、年齢は 18 歳未満から 16 歳以下に変更されている。 
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あった(Lund 2008)。養育手当では、世帯当たり月額 430 ランドが給付され、それに加え




1996 年 2 月から始まった会議では、当初新たな手当である児童扶養手当の給付対象に
関して、「0 歳から 4 歳」、「0 歳から 6 歳」、「0 歳から 9 歳」の 3 つの案が提示された(Lund 



















。これを受け 1997 年 3 月、政府は①1997 年
                                                  
44 ルンド委員会の提言書では、養子手当(Foster Child Grant)と障碍児扶養手当(Care Dependency 
Grant)の継続に関しても提言されている。養子手当は、何らかの理由によって生物学的両親による養育を
受けられなくなった児童に関して、ソーシャルワーカーによる面談や裁判所の手続きを通じて里親と認め
られた扶養者に給付される手当である。1998 年 7 月から 1999 年 7 月の期間において、里親制度の申請
者は 13.55％増加し、7 万人近くの申請が行われたが、その多くが祖母と暮らす HIV/AIDS 孤児であると
指摘されている(Volster 2000, p.8)。一方障碍児扶養手当は、自宅で障碍のある児童をフルタイムでケア
できるように給付される手当であり、1999 年 6 月までに約 2 万件の申請が行われた。 
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8 月 1 日から新たな児童扶養手当制度を導入すること、②養育手当は暫定的に存続させる
が、1997 年以降廃止までの間 1 年毎に 20％減額すること、③新たな児童扶養手当は 0 歳
から 6 歳までの児童を扶養する主要な扶養者に対して、一律月額 75 ランドを給付するこ
と、などの決定を公表した。しかしこれが公表されると、多くの NGO や地域社会組織
（community-based organization: CBO）に加え、与党 ANC の支持基盤である COSATU
からも制度変更による給付額の低下に対して大きな抵抗運動が巻き起こった。これは、養










的・経済的公正を達成するための戦略として RDP を採用した。しかしながら、その後 1996
年 7 月に、このケインズ主義的経済戦略は、財政赤字の問題や財界などからの強い要請も


































織との対話による解決を模索し始めた(Johnson 2000, p.29)45。まず 1997 年 4 月、福祉に
関するポートフォリオ委員会（The Portfolio Committee on Welfare）によって組織され
た、新たな制度案に関する公聴会がケープタウンで開催された(Volster 2000, p.11)。その
後公聴会は、東ケープ州や北ケープ州などでも開催されるに至った。この公聴会には
COSATU を始め、多くの NGO 関係者、研究者などが参加し、各々提言を行った。これま
で手当から排除されてきた市民にも行き届くようになることから、公聴会参加者の多くは
給付対象の拡大に関して共通して賞賛してはいたが、それと同時に、新たな制度によって
                                                  
45 COSATU 以外には人権 NGO であるブラックサッシュ（Black Sash）やコミュニティー・ロー・セン







人当たり月額 135 ランド、対象範囲を 9 歳児まで拡大した新たな案を準備していた
(Johnson 2000, p.32)。この修正案は、市民社会組織によって提出された提言書と合致す
る部分が多かったこともあり、与党内において「ポートフォリオ委員会の修正案」と「福
祉省の原案」とが比較検討された。そのなかで、1997 年 7 月に開催された与党 ANC の全
国執行委員会（National Executive Committee）において、当初の福祉省の案を若干修正
し、給付範囲を 0 歳から 6 歳までに据え置き、その一方で給付額を一人当たり月額 100 ラ














児童扶養手当は、1998 年 4 月から開始され、0 歳から 6 歳までの資力調査適格者に対し
て給付されるに至った。1998 年以降も、暫定的に旧制度である養育手当は継続され 2000
年 4 月 1 日に廃止されたが、いくつか重要な欠陥を抱えていながらも多くの世帯を困窮か
ら救う上で重要な役割を果たすものであった。予想した以上に、養育手当の貧困世帯への






るなどの動きが見られた(Johnson 2000, p.33)。 







と捉えると同時に、社会手当の受給者拡大に関して数値目標(5 年間で 300 万人の児童)が






たことが十分に広まっていなかった。1999 年 7 月時点において、児童扶養手当の給付を
受けたものは 300 万人の児童の内わずか 2.2%に過ぎず、この状況は 2000 年になっても僅






































の代表である COSATU は、所得保障に関して全ての人に一律に社会手当を給付する BIG
の導入を提案し、包括的社会保障制度の一部として BIG を検討することについて財界や政
府関係者など他のサミット参加者からも同意を得ることになった。 
「包括的社会保障制度に関する調査委員会 (The Committee of Inquiry into a 
                                                  
46 およそ 400 万人がインフォーマル経済で就業しており、そのうち 240 万人が女性である(Lund 2002, 
p.179)。 
47 大統領雇用サミットに関しては NEDLAC のホームページを参照、
[http://www.nedlac.org.za/reports/annual-reports/1999/presidential-job-summit.aspx]（参照 2013 年 3
月 2 日）。 
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Comprehensive System of Social Security for South Africa: Taylor Committee)」（テイラ
ー委員会）がその後、BIG を含めた議論の場として設置された。このテイラー委員会に対
しては、他の市民社会組織からもより包括的な所得支援制度の導入を求める要求が行われ、




 委員会発足から 2 年後の 2002 年に調査報告書が提出され、その中において①7 歳から
18 歳の児童に対して所得支援プログラムがないこと、②18 歳以上 59 歳以下の成人向けの
所得支援がないこと、③就業中の人間がいない世帯への一般的な扶助がないこと、④1300
万人以上が貧困ライン以下で暮らしているが、社会保障への十分なアクセスができていな
いこと、などについて指摘された(The Committee of Inquiry into a Comprehensive 









 2004 年 4 月時点において、約 350 万人が何らかの社会手当を受けており、その内約 190
万人が老齢年金手当の受給者であり、各種社会手当の中で最大の受給者数であった。一方、
児童扶養手当受給者は同時期において、およそ 80 万人で、障碍者者手当に次いで 3 番目





の問題が指摘された(The Committee of Inquiry into a Comprehensive System of Social 
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ためにも児童扶養手当を 0 歳から 18 歳まで拡大し、なおかつ CBO や NGO などに成年後
見役を認めるなどの制度改革が必要である点などが強調された(The Committee of 
















めに、現実的に考えて 2段階に分けて制度改革を進めるべきと提言した(The Committee of 
Inquiry into a Comprehensive System of Social Security for South Africa 2002, 
pp.64-66)。 




















テイラー委員会報告に関して、特に BIG に関して言えば、COSATU は 2002 年 4 月の
時点で、ANC との三者同盟サミット(Tripartite Alliance Summit)において BIG を重要な
戦略として提案しているが
48





 ANC 社会改革部長であるディディザ(Thoko Didiza)は、BIG に対してその依存性の観点




業プログラムの拡大（Expanded Public Works Programme）を通じて雇用創出を図るこ
とを党大会で明らかにしている。1997 年以降に採用した新自由主義政策によって悪化した
                                                  
48 三者同盟サミットに関しては ANC[http://www.anc.org.za/show.php?id=2691]参照（参照 2013 年 3
月 2 日）。 
49 ANC の党大会における議論の中身については、ANC ホームページ参照、
[http://www.anc.org.za/show.php?id=2512]（参照 2013 年 3 月 2 日）。 
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盟内に大きな緊張をもたらした(Terreblanche 2002, p.461; Visser 2009, p.234)。 
 ANC 政権は民主化直後、人種間の不平等を解消するために分配を重視した RDP を採用
した。しかしながら、外部から新自由主義政策を求める声はそのときから既にあり、実際、
世界銀行や IMF は新自由主義政策の採用と、輸出志向の経済戦略、そして財政規律を求
めていた(Visser 2009, pp.232-234)。その後 ANC 政権は、国内の資本家や企業の強い要望
に押し切られる形で GEAR への転換を図ったのである。GEAR の計画では当初 6％の成長
を見込んでいたが、1996 年から 2001 年の間の経済成長率は年 2.7%に留まった。また 100
万人以上の失業者が生まれるなど、貧困削減以上に新たな貧困者を生じさせてもいた。予
算関係でみると、財政赤字削減が政治的課題の一つでもあったため、福祉支出は 9.6%(98
年度予算)から 9.3%(2000 年度)、保健支出は 12.2%から 11.7%へそれぞれ削減せざるを得
なかった。また GEAR への転換を図る際、重要な支持基盤である COSATU に対して一切
相談することはなかったため、この点からも COSATU との関係が悪化する結果を生じさ
せた。そのため 2004 年選挙が近づくなかで、COSATU や他の ANC と関係の深い市民社













                                                  
50 2004 年の ANC マニフェストについては、ANC ホームページを参照、




(Visser 2009, p.235)。結果として、選挙前 266 議席であった議席数(総議席数 400)は、2004




も絡み BIG は最終的には実現されなかった。しかし ANC 政権は、BIG に代替するものと
して、拡大公共事業プログラムの実施を決定するとともに、2004 年から開始した。さらに
児童扶養手当に関して、給付範囲及び給付額を拡大することで、より包括的な社会保障体
制の構築を目指し、児童扶養手当の範囲や額は、9 歳（2003 年）、11 歳（2004 年）、14
歳（2005）、15 歳（2008 年）までそれぞれ拡大し、将来的には 18 歳まで拡大することが
予定されている。また受給額も当初の児童一人当たり月額 100 ランドから、240 ランド
（2009 年）まで増額されている。結果として、児童扶養手当の受給者数は 2004 年におい
て 500 万人を超え、その後も増加し続けている。 
 
第 2 節：ナミビアにおける社会福祉制度の成立 
1. 南アフリカ統治下における制度形成 
















導の資本家組合である南西アフリカ原住民労働協会(South West African Native Labour 














(Devereu 2007, p.547)。アフリカ人に対して社会年金が給付されたのは 1973 年であり、
全てのナミビア人に対して普遍的な社会年金を含む、社会福祉制度が整備されることとな
った。 









                                                  











政府勢力であった南西アフリカ人民機構（South-West Africa People’s Organisation: 
SWAPO）の支持基盤であった北部地域の多くは、国家平均の約 49％を下回るのがほとん
どであった(Subbarao 1996, p.11)52。 
 こうした南アフリカ支配の変化を促してきた国内的な背景としては、1962 年に SWAPO
が結成され、ソ連や共産主義者からの支援を受けながらアパルトヘイト政策に対する武力
闘争が開始されてきたことなどか挙げられる(Sparks and Green 1992, p.29)。特に年金拡
大が検討され始めた 70 年初頭は、60 年代から活発になる反アパルトヘイトの動きがアフ
リカ人労働者層にまで拡大した時期であり、実際 1971 年から 72 年にかけて 1 万人以上の
アフリカ人労働者及び学生によるストライキが発生していた(Bauer 1998, p.18)。南アフ
リカ政府は、反アパルトヘイトの政治活動を禁止してはいなかったが、組織の弱体化を図











                                                  
52 カバー率の高かった北東部はアンゴラ介入時に南アフリカ国防軍の軍事拠点であるため、他の北部地
域に比べ政府の重要地域と捉えられ優先的に制度が整備された。 
53 この計画のもととなったのは 1962 年に本国で設立された南西アフリカ問題調査委員会(オーテンダー
ル委員会)による報告書であり、南西アフリカ住民の社会的・文化的志向の相違などから人種間の統合は
非現実的であり、各人種グループを別々に統治することを推奨していた(青木 1981, 173 頁)。 
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始めると、国連において南西アフリカの独立を求める声が強くなった(Sparks and Green 
1992, pp.36-38)。1962 年には、ナミビア問題を扱う調査委員会が設置され、調査に基づ










1990 年時点で白人は月額 382 ランドを受給したが、最も少ないアフリカ人に至っては白




 ナミビアは 1990 年に独立を果たすが、それに先立ち 1989 年 11 月に国連移行支援グル
ープ(United Nations Assistance Group: UNTAG)による支援によって、複数政党制による
議会選挙が実施された。SWAPO はこの選挙において 72 議席中 41 議席を獲得し、90 年
SWAPO 主導の下で新憲法草案を採択した。同時に議会においてヌジョマ(Sam Nujoma)
が初代大統領に選出され、3 月に独立を達成した。まず新政権において国家開発の指針と
なる第 1次国家開発計画(The First National Development Plan: NDP1)が作成され、1995
年から 2000 年にかけて達成すべき開発目標が設定された(Republic of Namibia National 
Planning Commission 1995)。この国家開発目標の達成に向けて各種政策が作成されたが、
人種間の公正を達成する一つとしてアファーマティブ・アクションが独立当初から導入さ
                                                  









い人々を保護することを重視した(Jauch 1998, p.53; Hancox and Mukonda 2012, 
pp.132-133)。 
 アファーマティブ・アクションの導入に関して、議会で多くのの政党から賛同を受けた
が、白人政党であった行動キリスト人国民党(Action Christian National: CAN)のみが反対









養子手当(Foster Care Grant)、特別扶養手当(Special Maintenance Grant)、保護施設手
当(the Place of Safety Allowance)から主に構成されている。1960 年に児童法が(the 







イト時代、年金受給資格は男性 65 歳以上、女性 60 歳以上であったが、新ルールでは全て
の 60 歳以上のナミビア人に受給資格が与えられた(Republic of Namibia 1992)。2009/10
年度に行われた調査によれば、ナミビアの 65 歳以上の割合は、女性約 5.6%、男性約 3.8% 





しては小規模である(Levine and van der Berg 2009, p.6)。そのため多くの高齢者は老齢
年金制度から給付を受けており、2009 年時点において月額 450 ナミビアドル(57 米ドル)
が一律に給付されており、2008 年時点において約 13 万人に給付されている (Garsia and 
Moore 2012, p.286)。 
 アパルトヘイト時代の受給額格差をなくすために、政府は非白人の受給レベルを白人受
給レベル(382 ナミビアドル)まで段階的に引き上げることを検討していた(Devereu 2007, 
p.551)。しかし将来的な財政負担の面からみて、全てのナミビア人高齢者に一律 382 ナミ




げ、1996 年には 160 ナミビアドルまで引き上げられた(Devereu 2007, pp551-552)。 
 独立以前、年金のカバー率は地域間で大きな格差が存在したが、90 年代半ばまで国家全
体として 8 割以上に改善した(Subbarao 1996, p.9)。普遍型給付として始まったナミビア
の年金制度であるが、南アフリカのように資力調査を導入する動きも財政的制約の観点か
ら 90 年代後半頃より見られた。例えば 1997 年に出された政府の貧困削減戦略において、
自動車など年金がなくとも生活可能な資産保持者への給付を制限し、貧困高齢者への給付
を中心に行うことなどが記された(Republic of Namibia National Planning Commission 







る。特に月額 500 ナミビアドルまで増額することを求める声が強くなるなか(Pelham 2007, 
p.8)、例えば労働社会福祉大臣(Ministry of Labour and Social Welfare)であるヌガチゼコ
(Immanuel Ngatjizeko)は年金額を増額する一方で、本当に必要とする人に対象を限定す






れてきたため、BIG の対象は 60 歳未満の人々に対してであった(牧野 2007, 2010; 
Kaufmann 2010)。BIG の基本的な考えは、ナミビア税制調査会 (Namibian Tax 
Commission)の 2002 年の報告書によって提案され、一人当たり月額 85 ナミビアドル(約
10 ドル)を所得に拘らず給付するというものであった(Kaufmann 2010, p.42)。そのための
予算確保として、付加価値税(Value Added Tax)かあるいは所得税を増税する必要性が指摘
された。 
 この提案以降、BIG の実現を目指す市民社会組織の BIG 連合(BIG Coalition)が結成さ
れ、制度の実施要求が強まっていった。この連合には、ナミビア教会協議会(Council of 
Churches of Namibia)や労働組合である NUNW、ナミビア NGO フォーラム(Namibia 
NGO Forum)などを含めた多様な社会組織が参加し、ナミビアの初代首相であったゲイン
ゴブ(Hage Geingob)など大物政治家も支援者として参加した(Kaufmann 2010, p.43)。し
かし VAT を基にした場合分配効果が低くなる可能性があり、また国家財政への負担に対す
る IMF からの懸念もあり、国家として BIG の導入は見送られている。 
 これに対して BIG 連合は自らの資金をもとに、ナミビアの首都近郊のオティヴェロ
(Otjivero)地区でパイロットプロジェクトを 2008 年から自主的に開始し、その効果を検証















第 3 節：歴史学的制度論からみた比較分析 
1. 経路依存性と制度変化の相違 






























































































 図 3-1 南アフリカ・ナミビアにおける制度変化の類型 
  制度内変化への障害 
政治環境の現状維持志向
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論じたが、民主化後の制度改革においても ANC や SWAPO という政権与党が大きな力を









アパルトヘイト時代から見られた。1930 代及び 40 年代に社会扶助制度を拡大させた連合
党(United Party)は、アフリカ人への拡大が社会的安定につながるという考えを白人層に
浸透させ、支持を獲得した(Sagner 2000)。また民主化後の最たる例としては、2004 年選












こうした COSATU などの働きかけを強めた背景として、最も影響したのは 90 年代半ば
に行われた経済政策の変更であった。民主化当初、政府は再分配を重視した RDP を採用
した。しかし財政問題に加えて、国際的な経済競争に直面した経済界の強い要請により、


















































この第 4 章では、こうした変化を促したアクターの選好と行動のうち、ANC と SWAPO







第 1 節：アフリカにおける民主化と一党優位政党システム 
1. アフリカにおける民主化 
1970 年代からポルトガルに始まる民主化の第 3 の波がアフリカ地域に到達したのは、
1980 年代の末から 1990 年代初頭であった。多くのアフリカ諸国が、複数政党制による選
挙を通じて、権威主義的体制から民主的体制へと移行した。そのときから既に 20 年以上
が経過したが、民主化移行後のアフリカ諸国において、自由民主主義として認められる国
家はボツワナや南アフリカなどで数としてはまだ少ない (Bratton, Mattes and 
Gyimah-Boadi, 2005, p.17)。 
またフリーダムハウスによれば、2005 年時点でサハラ以南アフリカ地域において「自由
である」と考えられた国家は 48 ヵ国のうち 11 ヵ国(23％)であり、「部分的に自由である」





                                                  
55 フリーダムハウスのスコアは市民的自由(1.0~7.0)と政治的権利(1.0~7.0)という 2 つの自由度の平均値
によって 3 段階に評価される。スコア等、フリーダムハウスホームページ






















体制として捉える見方が増えている(Diamond 2002; Levitsky and Way 2002; Ottaway 




































ビアの 4 ヵ国に過ぎない。90 年以降になると冷戦の崩壊、外部ドナーや国民からの民主化
要求などの影響により、複数政党制による選挙を行う国家が爆発的に増えた。1989 年のナ
ミビアで出発選挙(founding election)が行われてから 1994 年までの間で、29 ヵ国で 54 の
選挙が行われ、平均投票率が 64.1%という高い数値を示し、且つ 11 ヵ国において政権交





長する、という命題である(デュベルジェ 1970: 227-228)。 
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代が起きた(Bratton and van de Walle 1997, p.6)。その後 1997 年までの間では、ナイジ
ェリアやソマリア、スワジランド、コンゴ民主共和国(旧ザイール)を除いた地域でも出発
選挙が行われ、平均投票率が 66.8％で 89 年から 94 年までの数値よりも高い一方で、自由
で公平な選挙であると認められる選挙はなかった(Bratton 1998, p.55)。 
 
表 4-１:サハラ以南アフリカ地域における出発選挙（1989-1997） 



























63.3% 61.4% 62.7% 
            







66.8% 69.1% 72.0% 
            









64.1% 63.4% 65.3% 
            
(出所)Bratton [1998], p.54. 
 
















る(Sandbrook 1996; Bratton 1998; Bogaards 2000; Randall and Svåsand 2002b; van de 












  出発選挙 第 2 の選挙 第 3 の選挙 
選挙数（1989-2000） 41 35 10 
競合する政党数 13.1 11.5 28.3 
議席を獲得した政党数 6.3 6.5 7.7 
有意政党数 2.9 2.2 2.5 
与党の議席占有率 63.1% 69.6% 64.3% 
与党の得票率 55.7% 60.2% 49.8% 
(出所) van de Walle [2003], p.301. 
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ムである(Bogaards 2000, p.165)。例えば有意政党数が 2 であっても、それが 2 党制を意
味することは少なく、例えばマリでは有意政党数が 2.2 であるが、優位政党が 113 議席中
73 議席を占め、第 2 位政党は 9 議席を獲得したに過ぎない。ギニアでは、有意政党数は
2.33 であるが、与党が 114 議席のうち 71 議席（1995 年議会選挙）を占めており、また南
アフリカでは、1999 年の選挙において与党が 3 分の 2 以上の議席を占めたが、有意政党
数は 2.15 であり、数値上は同じくらいの力を持った政党が 2 つ存在することになる。 
表 4-3 は、主要な一党優位システムの国家における与野党の議席占有率を示したもので
ある。N.ファン・デ・バル(Nicolas van de Walle)によれば、1989 年から 2000 年期間中
に行われた 85 の議会選挙のうち 37 の選挙において、議会で第 2 党となった政党の議席占

















国名 優位政党の議席占有率 主要な野党の議席占有率 
ボツワナ BDP: 67.5%(1994) BNF: 32.5%(1994) 
       82.5%(1999)      15.0%(1999) 
マリ ADM: 65.5%(1992) PRN: 7.8%(1992) 
       87.1%(1997)      5.4%(1997) 
モーリシャス MMM: 90.9%(1995) MLP: 3.0%(1995) 
        83.3(2000)      12.1%(2000) 
南アフリカ ANC: 63.0%(1994) DP: 9.5%(1999) 
       66.5%(1999) INP: 8.5%(1999) 
    NP: 7.0%(1999) 
ナミビア SWAPO: 73.6%(1994) COD: 9.0%(1999) 
  70.5 %(1999) DTA: 9.0%(1999) 
(出所)Doorenspleet [2003], p.177. 
 
 ではなぜこのような一党優位政党システムが生まれるのであろうか。R.ドーレンスプリ




































































ルによる 1985 年から 2000 年の期間中に行われた議会選挙分析をみると、比例代表制を採
用した国家において議会で議席を獲得した政党数は 8.55 である一方、絶対多数制を採用し
た国家では 4.97 であった(van de Walle 2003, p.303)。しかし、比例代表制による議会第
一党の議席占有率が 60.2％である一方、絶対多数制による議会第一党の議席占有率は
69.6%であり、どちらも優位政党が存在するのに十分な数値を示している。 


















第 2 節：南アフリカとナミビアにおける一党優位政党システム 




ANC 及び SWAPO が議会において圧倒的な議席数を確保し、安定した政治を行う国家で
ある。両政党ともその力の源泉が、反アパルトヘイト運動の中心組織であったことにある
が、これは第 1 節で述べたようにドーレンスプリートの指摘によるものとも重なる。 
 ANC は、1912 年に差別撤廃のための非暴力的活動組織である南アフリカ原住民民族会










。1990 年 2 月、マンデラ釈放と ANC の合法化が発表されて以降、国民党(National 
                                                  
58 SANNC 発足の主要なメンバーは、ミッション教育を受けた教師や聖職者などのアフリカ人であり、
中産階級による市民権獲得運動であった(トンプソン 1995, 278-279 頁)。 




Party: NP)政権と ANC による民主化交渉が開始され、1991 年に原住民土地法などのアパ
ルトヘイト法が撤廃されることとなり民主化の道筋が示された。1993 年には民主化後の暫







委員会(Independent Electoral Commission: IEC)に提出する必要がある。南アフリカは、
州議会によって選ばれた各州 10 名（計 90 名）からなる全国州評議会(National Council of 
Provinces)61と、選挙によって選出された 400 名からなる国民議会(National Assembly)の




 1994 年の出発選挙では ANC や NP をはじめ 27 政党によって争われ、その結果、ANC
が得票率 62.65%、400 議席中 252 議席(議席の 63%)を獲得して第 1 党となり、次いで NP
が 82 議席(議席の 20.5%)を獲得した63。ANC は議会において 3 分の 2 は獲得できなかっ
たが、アフリカ人の 81%、カラードの 4%、インド系の 25%、白人の 2%から支持を得た(藤
                                                                                                                                                 






ルト 2005, 114-118 頁; Lodge 2001, pp.19-20)。 
61 各州議会における間接選挙によって選出された常任議員 54 名（各州 6 名）と州政府の閣僚が兼任する
特別議員 36 名(各州 4 名)の計 90 名である。州全国評議会の機能としては、州や州の権力に関する制度導
入の際に承認を行うことになっている(遠藤 2010, 36 頁)。南アフリカの州は、リンポポ州、ムプマラン
ガ州、ハウテン州、北西部州、自由州、クワズール・ナタール州、北ケープ州、西ケープ州、東ケープ州
の 9 州から構成される。 
62 投票者は 2 枚の投票用紙を用いて、1 枚は州議会選挙に対して、もう 1 枚を国民議会選挙に対して投票
を行う。国民議会選挙の場合、1 枚によって国レベル及び州レベルリストそれぞれにカウントされる。議
席配分方法は、各党の得票率によって配分されるが、計算にはドループ式(Droop Quota System)が用い
られている(遠藤 2010, 33 頁; Lodge 2001, p.19)。 
63 この選挙結果を受けマンデラが大統領に任命され、第一副大統領に ANC 副議長であったムベキ、第
二副大統領に NP 党首であったデクラークがマンデラによって指名された。NP は選挙によって副大統領
ポストを獲得できる 20%以上の得票を獲得した。また第 3 党となった IFP から党首であるブテレジが内
務大臣として入閣し、主要政党による連立政権となった。三者同盟である SACP と COSATU からは、
SACP 議長であるスロボと COSATU 書記長であるナイドーが入閣した。 
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本 1996, 23 頁)。一方 NP はアフリカ人の 4%、カラードの 66%、インド系の 50%、白人
の 66%から支持を獲得した。NP に対して、カラード及びインド系からの支持が高かった
理由としては、1980 年代に NP 政権によってこうした人々の取り込みが図られてきたこと





1994（400） 1999（400） 2004（400） 2009（400） 
議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 
得票率
(%) 
ANC 252 62.65 266 66.35 279 69.68 264 65.9 
NP/NNP 82 20.39 28 6.87 7 1.65 ― ― 
IFP 43 10.54 34 8.58 28 6.97 18 4.55 
VF/FF 9 2.17 3 0.8 4 0.89 4 0.83 
DP/DA 7 1.73 38 9.56 50 12.37 67 16.66 
PAC 5 1.25 3 0.71 3 0.73 1 0.27 
UDM - - 14 3.42 9 2.28 4 0.85 
COPE - - - - - - 30 7.42 
ID - - - - 7 1.73 4 0.92 
FA - - 2 0.54 - - - - 
MF 0 0.07 1 0.3 2 0.35 1 0.25 
AEB - - 1 0.29 - - - - 
AZAPO - - 1 0.17 - - - - 
UCDP - - 3 0.79 3 0.75 2 0.37 
ACDP 2 0.45 6 1.43 6 1.6 3 0.81 
(出所) Independent Electoral Commission, South Africa より筆者作成 
   [http://www.elections.org.za/content/](参照 2013 年 9 月 10 日) 
                                                  
64 NP/NNP(National Party/New National Party)、IFP(Inkatha Freedom Party)、
VF/FF(Vyheidsfront/Freedom Front)、DP/DA(Democratic Party/Democratic Alliance)、PAC(Pan 
Africanist Party)、UDM(United Democratic Movement)、COPE(Congress of People)、ID(Independent 
Democrats)、FA(Federal Alliance)、MF(Minority Front)、AEB(Afrikaner Eenheids Beweging)、
AZAPO(Azania People’s Organization)、UCDP(United Christian Democratic Party)、ACDP(African 
Christian Democratic Party) 
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表 4-4 で示したように、これまで国民議会選挙は 4 度（1994 年、1999 年、2004 年、2009
年）実施されてきたが、どの選挙においても ANC が議席の 6 割以上を獲得し、2004 年に
は議席で 69.75%を占めた。一方、第 2 党が議会で締める割合は、1994 年の NP の 20.39%
が最高であり、1999 年民主党(Democratic Party)が 9.5%、2004 年民主同盟党(Democratic 
Alliance)が 12.5%、2009 年 DA が 16.75%に過ぎない65。 
 ANC は、アフリカ人からの圧倒的な支持を受けてきたが、民主化後、より広範な支持
を獲得するために行動してきた。ANC 議員のうち 1/3 は女性であることに加えて、徐々に
人種的な偏りにも配慮してきている。例えば、ANC は基本的に党員に占める白人やイン
ド系の割合が低いが、近年徐々にカラードの党員数が増加している (Maphai and 
Gottshalk 2003, p.61)。ただし ANC の党員数は常に一定しているわけではなく、選挙の
年の党員数とそれ以外の時の党員数では大きく数字が変動することが当たり前となってい
る。例えば、1994 年から 1999 年の間で言えば、94 年選挙前後において党員数は 50 万人
以上から 30 万人ほどまで減少したが、99 年の選挙前約 42 万人まで党員数が増加した
(Lodge 2004, p.191)。 
こうした党員数の変動があるなかで、ANC の支持層の多くは農村部の貧困層であり、
都市部での支持はそれほど強くはない(Lodge 2004, p.192)。例えば、各政党に対する所得
階層の支持を見た場合、ANC の支持層は月額所得 1500 ランド以下の割合が全支持層の
84%を占めている(Naidu 2006, p.48)。富裕層(月額所得 1501 ランド以上)の支持が比較的
高い DA や NNP と支持層が異なっている。そのため ANC は、南アフリカの大多数であ
る貧困層を取り込むために、政策形成において貧困対策に力を入れてきた面がある。 
 また、ANC の支持基盤の確保において、労働組合などの組織との密接な繋がりも重要
である。ANC は 1980 年代、反アパルトヘイト運動組織として主導的な役割にあった
COSATU や南アフリカ共産党(South African Communist Party: SACP)と三者同盟
(Tripartite Alliance)を結び、組織的な支持を固めてきた。この三者間の関係は現在も継続
している協力関係であるが、ANC と ANC 支持層との間の関係性は選挙時とそれ以外の時
期(選挙と選挙の間)では異なる力学となっている(Booysen 2011, p.212)。選挙と選挙との
間にある時期では、COSATU や SACP を始めとする支持者たちは、ANC 及び ANC 政権
                                                  
65 DA は 2000 年 12 月の地方選挙時に DP と NNP(1997 年 NP から変更)が統合されることで誕生した。
しかしその後、価値観やイデオロギーの違いなどを原因として DP と NNP 間で対立が深まったことで、
NNP が DA を脱退することになった。そのなかで多くの NNP 党員が DA に残留したため、結果として




時になると、彼らは一体となって ANC を支持し、他の野党と選挙競争を行っている。 
 例えば 90 年代半ば以降、ANC 政権による RDP の撤廃及び GEAR への経済政策の転換
は、COSATU による猛反発を招いた。しかし 1999 年の選挙において、ANC と COSATU
との間の対立は表面上消失し、COSATU は ANC の選挙マニフェストに対して好意的な反
応を示して支持を続けた (Southall and Wood 1999, pp.68-69)。また労働組合員は
COSATU の選挙運動に参加し、他政党の基盤州での ANC 選挙キャンペーンに協力した
(Bassett 1999, p.3)。COSATU 構成員の ANC 同盟自体に対する支持は、1994 年に 82%
であったが、1998 年(70%)、2004 年(66%)と低下し続けており、非同盟を望む構成員の割
合が徐々に増加している(Pillay 2006, p.178)。これは経済政策に端を発する ANC との対
立関係の顕在化の影響と考えられるが、しかしその一方で選挙時にどの政党に投票するか
に関して、ANC へ投票を行うという構成員の割合はほぼ変化がない(Pillay 2006, p.245)。 















それと同一のものとなってしまう(Southall and Wood 1999, p.70)。 





による連合による DA の誕生と、NNP の一部分裂などは、明確な政策目標の摺合せのな
いまま進行し、結果として党勢を弱めてしまうだけであった(遠藤 2010, 52 頁)。 
 これまでの選挙結果において、反対政党の弱さは明らかではある。しかし近年、DA が
結成当初の分裂による影響はあったものの少しずつ支持を伸ばしているのも事実である。
DA の前身である DP は、1994 年選挙において 1.73%しか得票できなかったが、2009 年
の選挙において 16.66%、67 議席を獲得し第 2 党まで躍進した。これは他の政党における
支持の減少や、政党自体の消滅と大きく異なる点である。反対政党として効果的な力を発
揮するためには、反対政党間の協力関係が必要不可欠であるが、この点に関して DA は積
極的に模索している(Southern and Southall 2011, p.71)。例えば、西ケープ州など州議会
などで IFP や UDM など比較的反対政党として安定している政党と連携して ANC に対抗
しようとしている(Maphai and Gottchalk 2003, p.65)66。 
DA の支持層は白人やカラード、インド系であるが、国政においてより影響力を持つた
めには、大多数であるアフリカ人からの支持が必要不可欠である。しかし、この点に関し
ては十分な成果を挙げているとは言えない。2009 年選挙における DA に対する他政党から
の乗り換えを見た場合、得票率 16.66%のうち 12.28%は 2004 年の選挙から DA を支持し
ていた(Kimmie, Greben and Booysen 2010, p.119)。その一方で 2004 年に ANC を支持し
た層からの支持は 0.61%増えただけであった。DA は、他の野党支持層から徐々に支持を




南アフリカは民主化後 ANC 主導による政治が展開されてきたが、その中で COSATU






                                                  
66 DA と IFP の提携関係は、その背景として ANC と、DA から離脱した NNP との提携関係も影響した





2. ナミビアにおける SWAPO 支配体制の構築 
 民主化後のナミビア政治は、国(national)、州(region)68、地方(constituency)の三層構造
である。ナミビアは二院制であり、上院としての国民評議会(National Council)と下院と
しての国民議会(National Assembly)によって構成される。国民評議会の定数は 26 名(任期
6 年)であり、全国 13 の州議会からそれぞれ 2 名代表として選出される69。 
 SWAPO は 1992 年の地方議会選挙において、13 州のうち 9 州で過半数を獲得し、国民
評議会において 2/3 を超えた 19 議席を占めることとなった。下院である国民議会の定数は
78 名(任期 5 年)であり、そのうち 72 名が全国を単一選挙区とした政党名簿比例代表制
(party-list proportional representation)によって選出され、6 名は大統領によって任命さ
れる。 
独立当初の国民議会は、独立直前の 1989 年に国連ナミビア独立支援グループ(UNTAG)
の監視下で選挙が実施され、72 議席中 41 議席を SWAPO は占有した。独立後の国民議会
選挙としては 1994 年 12 月に初めて実施され、72 議席中 53 議席を獲得し、国民評議会に
引き続き国民議会においても 2/3 という絶対多数を獲得するに至った。また南アフリカと
異なり、ナミビア大統領は直接選挙によって選ばれており、これまで SWAPO からサム・
ヌジョマ(Sam Nujoma, 1990-2005)、ヒフィケプニェ・ポハンバ(Hifikepunye Pohamba, 
2005-現在)が選ばれてきた。 
SWAPO は 1950 年 代 に オ ヴ ァ ン ボ ラ ン ド 人 民 組 織 (Ovamboland People’s 
Organization: OPO)として、人種隔離政策の一環であった契約労働制度や、南アフリカに
よる支配への草の根抵抗組織として活動を開始した。その後 1960 年に SWAPO として改
組され、ナミビア独立闘争を先導した。反アパルトヘイト組織にルーツを持つという点で、
南アフリカにおける ANC と同様である。1989 年の選挙において 56.9%を獲得して、
28.34%を獲得して第2党となった民主ターンハーレ同盟（Democratic Turnhalle Alliance: 
DTA）70を押さえて第 1 党となった。 
 1990 年の独立以降、4 度の国民議会選挙が行われてきたが、その全てにおいて SWAPO
                                                  
68 2013 年現在ナミビアは 14 の州(カプリビ、エロンゴ、ハルダプ、カラス、東カヴァンゴ、西カヴァン
ゴ、ホマス、クネネ、オハングウェナ、オマヘケ、オムサティ、オシャナ、オシコト、オチョソンデュパ)
から構成されている。独立時は 13 州であったが、2013 年にカヴァンゴ州が東西に分けられた。 
69 2013 年の行政区分の変更前に選ばれており、今後変更される可能性がある。現在の国民評議会の党勢
は、24 議席を SWAPO が占め、DTA と UDF が各 1 議席となっている。 
70 DTA は 1977 年、南アフリカの NP 政権主導によるナミビアの憲法制定会議(1995-1977)に参加した





が議会において 2/3 以上の議席を保持し続けている一方、野党は 1989 年に 31 議席を獲得
して以降は減少し、2009 年選挙では合わせて 18 議席に過ぎない。 
SWAPO の強さを支えているのは、結成時からの基盤である北部地域であり、ナミビア
全人口の約 50%を占めるオヴァンボ(Ovambo)人から高い支持を得ている(永原 1993, 171
頁)71。ナミビアは人種間だけでなく民族間の亀裂も存在するが、多民族国家においては民
族を基盤とした投票や、民族政党(ethnic party)を生じさせやすい(Horowitz 1985, p.320)。
SWAPO 以外でも DTA はヘレロ人及び白人、統一民主戦線党(United Democratic Front: 
UDF)はダマラ人からの支持を中心としている。 
ナミビア有権者は、自らの支持する政党に対しての忠誠心が高く、ケルダーの調査によ
















                                                  
71 ナミビアの人口のうち、87.5%がアフリカ人であり、混血が 6.5%、白人 6%である。アフリカ人の民
族構成は、オヴァンボ人が全人口の約 50%を占め、次いでカヴァンゴ(Kavango)人が 9%、ダマラ(Damara)
人とヘレロ(Herero)人が各 7%、ナマ(Nama)人が 5%、カプリビ(Caprivian)人が 4%、そのほか 5.5%とな
っている。数値は CIA(https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/wa.html)を参







1994（72） 1999（72） 2004（72） 2009（72） 
議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%)
73
 
SWAPO 53 72.72 55 76.15 55 75.83 54 - 
DTA 15 20.45 7 9.48 4 5.14 2 - 
UDF 2 2.68 2 2.93 3 3.71 2 - 
DCN 1 0.82 0 0.34 - - - - 
MAG 1 0.81 1 0.67 1 0.85 0 - 
COD - - 7 9.94 5 7.27 1 - 
NDMC - - - - 0 0.54 0 - 
NUDO - - - - 3 4.25 2 - 
RP - - - - 1 1.98 1 - 
SWANU 0 0.52 0 0.35 0 0.44 0 - 
FCN 0 0.23 0 0.14 - - - - 
WRP 0 0.19 -74 - - - - - 
APP - - - - - - 1 - 
CP - - - - - - 0 - 
RDP - - - - - - 8 - 
NDP - - - - - - 0 - 
DPN - - - - - - 0 - 
(出所)Electoral Commission of Namibia より筆者作成 
   [http://www.ecn.na/](参照 2013 年 9 月 10 日) 
                                                  
72 DTA(Democratic Turnhalle Alliance)、UDF(United Democratic Front)、DCN(Democratic Coalition 
of Namibia)、MAG(Monitor Aksie Groep)、COD(Congress of Democrats)、NDMC(Namibia Democratic 
Movement for Change)、NUDO(National Unity Democratic Organization)、RP(Republic Party)、
SWANU(South West Africa National Union)、FCN(Federal Convention of Namibia)、WRP(Workers 
Revolution Party)、APP(All People’s Party)、CP(Communist Party)、RDP(Rally for Democracy and 
Progress)、NDP(National Democratic Party)、DPN(Democratic Party of Namibia)。 
73 2009 年の得票率に関してはナミビア選挙委員会のホームページで確認できなかったため記載してい
ない。ただアフリカ選挙データベース(African Elections Database)によれば、SWAPO は 75.27%であり、
RDP が 11.31%、DTA が 3.17%であった、[http://africanelections.tripod.com/na.html]（参照 2013 年 9
月 20 日）。 
74 1999 年選挙に関して、WRP と SWANU は選挙同盟を結成したため WRP の数値は記載していない。 
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 こうした SWAPO 一党優位体制の継続は、その支持基盤の強さだけでなく、野党の全て
が少数政党であり、SWAPO に対抗できる反対政党が生まれていないことも影響している。
この背景として、野党が SWAPO に比べ支持層を十分に固めきれていないことが影響して
いる。例えば SWAPO は支持層のうち、56.5%が SWAPO に好ましい感情を抱いている




層に多く、アフリカ人からの高い支持を固めている SWAPO は、DTA のように白人層を
支持層にする政党よりも政党として安定している(Keulder 2010, p.284)。民主主義と進歩
のための集会(Rally for Democracy and Progress: RDP)は 2006 年に SWAPO から分裂し
た政党であったため、SWAPO 支持層の一部を取り込める環境にあるが、2009 年の獲得議
席はわずかに 8 席であった。この点に関しては政党としての信頼性という点で SWAPO の
基盤を崩せるだけの力がまだ十分でないからだと言えよう。 








自体に対する信頼性といったものによって行われることになる(LeBeau and Dima 2005, 
p.23)。 
野党間の協力関係が強くないのも問題となっている。例えば DTA は、民主化後 NUDO
や RP といった少数政党と協力してきたが、2003 年に協力関係を解消している。近年では
UDF と同盟を結成し、SWAPO へ対抗しようとしているが、際立った成果を挙げるに至っ
ていない。そのため野党による国民議会での役割は無視されるか、提案自体拒否されるこ




が脆弱であったとしても、ANC の同盟内において COSATU などによる監視がある程度存
在する。しかしナミビアにおいては、NUNW が SWAPO のパートナーとして南アフリカ
ほど監視役をこなせていない。 
 ANC と COSATU との関係において、労働問題や社会開発など幅広い対話が行われる制
度が存在するが、ナミビアにおいては SWAPO と NUNW との間の対話は労働問題に限ら
れており、幅広い問題に関して対話されていない。つまり NUNW による監視は、労働者
の権利に関わる問題(例えば労働法の制定など)に実質的に限られてしまっているのである




第 3 節：民主化後の選挙と社会福祉制度 
 第 2 節で述べてきたように、南アフリカとナミビアにおいて、一党優位政党システムが
強固なものとして構築されてきた。この一党優位体制においては反対政党の脆弱性が明ら
かであるが、南アフリカにおいては ANC の同盟パートナーである COSATU が幅広い問
題に関して一定の監視役を果たしている。しかし近年では COSATU の ANC に対する影
響力の低下が顕在化してきているため、同盟内において十分な監視役となっていないケー
スも目立っている(Buhlungu 2005, 2008)。一方、ナミビアにおいて、NUNW の監視は労
働関係に限定してしまっており、社会保障問題などに関して十分な影響を果たせていない。















際、社会福祉白書(the White Paper for Social Welfare)において、社会扶助と社会保険を
含む包括的な社会保障システムが提示されるとともに、公共事業プログラム（Public 
Works Programmes）のような一時的な雇用プログラムの提供も含めた考えが示されてき




位置付けのままであった(Lund 2008, p.14)。 





していることが各種調査によって証明されているからである(Ardington and Lund 1995; 
Case and Deaton 1998; Bhorat 2001; Meintjes and Hall 2010)。したがって、ANC 政府
は現金給付を投資として位置付け、商品及びサービスの消費を高めるとともに、保健や教
育分野における実績を改善し、経済及び社会の成長につなげることを維持してきた。 








もたらしたことが挙げられる(Habib and Valodia 2006; Buhlungu 2008)。当然のことなが

















画(The First National Development Plan: NDP1)が作成され、1995 年から 2000 年にか
けて達成すべき開発目標が設定された (Republic of Namibia National Planning 
Commission 1995)。マクロ経済の安定や貧困削減、雇用創出といった国家開発目標の達成
に向けて各種政策が作成されてきたが、人種間の公正を達成する一つとしてアファーマテ
ィブ・アクションが独立当初から導入された。ただしこうした NDP1 の作成は SWAPO 主
導によるものであって、パートナーである NUNW はこの政策形成に参加できていない
(Sycholt and Klerck 2010, p.218)。これは SWAPO と NUNW との間の関係性ゆえである。 
SWAPO の選好が、ナミビアにおける社会福祉制度の形成に影響を与えている点では、
近年の BIG 導入に関する議論も重要である。BIG は 2002 年にナミビア税制調査会によっ
て貧困削減の一つの政策として提案されて以降、NUNW や教会などが BIG 連合を結成し
て政府に対してその導入を求めてきた。もし全てのナミビア国民に月額 100 ナミビアドル
を給付させた場合、政府として月 2.2 億ナミビアドルの負担となり、財政的に維持できな
くなる(The Namibian, 24 September 2010)。しかし 2010 年、BIG が賃金など自助で生
活を営んでいる人々からの搾取であるとして、議会においてポハンバ大統領によって退け
られている(Melber 2012, p.302)。大統領による懸念の表明後、2010 年 7 月に NUNW が
BIG 連合から離脱することを表明したが、この離脱は SWAPO 政権との同盟を重視したこ
とによる影響だったと指摘されている(The Namibian, 11 February 2011)。2011 年になり
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NUNW は、BIG 連合からの離脱を撤回しているが、BIG が貧困解決の万能薬ではなく、
また長期的には別の政策が必要な点を強調している点を鑑みると、NUNW の立場の弱さ























しかし、1998 年の選挙時において ANC に対する有権者の親和性は、1994 年の 58%か
ら 1/3 以上低下し、35%であった(Mattes, Taylor and Africa 1999, pp.6-5)。この低下は雇
用問題や犯罪率の高さへの政府の対応が十分でないことが関係したものであった。しかし、
教育や保健など社会保障問題に関して有権者は、政府がよく対処しているという反応を見








成果を積極的にアピールした(Fox and Lemon 2000, p.349)。 
 この時期 ANC に対する絶対的な親和性が低下したものの、選挙結果は ANC の圧勝で
あった。これは一つに 1998 年の時点では政府に対する一定の評価がされたということで
あり、特に有権者の大多数であるアフリカ人の多くが比較的 ANC 政権に楽観的な反応を
示した(Mattes, Taylor and Africa 1999, p.10)。もう一つは反対政党の政策が市民に十分浸
透していなかったことである。実際、この 1994 年以降、NP に対する支持は 39%から 32%
まで低下した(Mattes, Taylor and Africa 1999, p.13)。 
 社会福祉制度が選挙において、重要な争点となったのは 2004 年選挙であった。DA は
2004 年選挙キャンペーンにおいて、年間所得 7500 ランド未満の全世帯に対して月額 110






充も含めて生活状況の改善を求める声が強くなった(Webster and Buhlungu 2004; 
Pillay2006; Ballard, Habib, Valodia, Zuern 2006; Dawson 2010; 牧野 2006)。90 年代後
半以降、GEAR 政策の結果として失業率の増加や、インフォーマル経済の増加が生じる一
方、貧困層の周辺化への対応が遅れていたことから、異議申し立てという形態で市民によ









声は増加しており、南アフリカ社会態度調査(South African Social Attitudes Survey: 
SASAS)もそれを明らかにしている。2006年において、貧困層の 73.8%、非貧困層の 59.4%、
調査対象者全体で言えば 65.9%が政府による社会手当拡大を望む結果となっている(Noble, 
Ntshongwana and Surrender 2008, p.13)。また調査対象の 7 割が、社会手当拡大のため
の増税に理解を示している。こうしたことから、近年の選挙においてはこうした市民の声
を意識した選挙運動がますます重要になっていると指摘できる。 





であったことを指摘している(Pelham 2007, p.32)。 










ている(Melber 2012, pp.300-301)。例えば 2004 年選挙において第 2 党となった民主議会
党(Congress of Democrats: COD)は、選挙マニフェストにおいて中小企業支援などによる
雇用対策に加えて、年金の増額や BIG の導入などを訴え、また DTA もインフレ率に応じ
た年金額の支給を訴えた(LeBeau and Dima 2005, pp.26-29)。こうした野党の攻勢に対し
て、SWAPO は若者の関心の上位であった雇用問題や HIV/AIDS 対策を意識し、若者を対











                                                  
75 若者のうち、雇用問題に最も関心を示した割合は 38.2%であり、次いで HIV/AIDS が 13%、貧困問題
が 5.9%であった(LeBeau and Dima 2005, p.78)。 
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 まず第 1 節において、南アフリカとナミビアの政労使関係がどのようなものであるか概





第 1 節：民主化後における政労使関係 
1. 南アフリカにおける政労使関係 
1980 年代の反アパルトヘイト運動において、その中心的な活動組織は COSATU やある
いは、統一民主戦線(United Democratic Front: UDF)であった76。当時 ANC はアパルト
ヘイト政府によって非合法化された状態であったが、1990 年のネルソン・マンデラの釈放
と時を同じくして政党として合法化された。民主化後、ANC の一党優位政党制による政
治が行われたが、同盟組織として南アフリカ共産党(South African Communist Party: 
SACP)と COSATU も重要な役割を果たしている。いわゆる三者同盟(Tripartite Alliance)
である。SACP と ANC は反アパルトヘイト闘争において、社会民主主義原理に関する同
意のもと同盟が結成された。労働組合と ANC との関係は、反アパルトヘイト運動が活発
化するはるか以前から繋がりがあったが、COSATU と ANC との協力関係は 1986 年の
COSATU の自由憲章採択によって始まった。 
 自由憲章は、1955 年に ANC をはじめとする各人種コミュニティ組織によって採択され
たものであり、その後の ANC の基本的な政策となるものであった。「南アフリカは、黒人、
白人を問わず、そこに住むすべての人びとに属し、どんな政府も、全人民の意志に基づか
                                                  
76 UDF は 1983 年に結成された組織で、労働組合やスポーツ団体、女性組織など 500 以上の組織が反ア





のであった(トンプソン 1995, 365-364 頁)。 
 民主化後の政策は、この自由憲章を基礎にして形成されたが、1994 年の選挙時において、


















of Union of South Africa: FEDUSA)と南アフリカ全国労働組合協議会(National Council 
of Trade Unions: NACTU)がある。これら 3 団体によって労働者の利益が代弁されている
が、労働政策に関する全ての法案は議会への提出前に NEDLAC での議論が義務付けられ
ている一方で、経済及び社会政策に関しては必ずしも NEDLAC での同意が義務付けられ
ているわけではない(牧野 2007, 149 頁)。そのため NEDLAC は、関係者間の利益を討議
し同意を形成できる制度である一方で、必ずしも NEDLAC を通じた政策形成が絶対化し
ているわけではなく、多くの場合関係者それぞれが制度を迂回して影響を及ぼしがちであ
る(Schmidt 2012, p.65)。 
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 また NEDLAC は労働関係政策に関して、経営者団体と労働組合との間で利益のバラン
スがとられ易いものの、失業者や組織化されていない労働者の利益が反映され易い構造と











ビア労働者全国組合(National Union of Namibian Workers: NUNW)とナミビア労働組合
会議(Trade Union Congress of Namibia: TUCNA)の 2 組織が大規模なナショナルセンタ
ーとして存在している。反アパルトヘイト運動時には、南アフリカと同様に、労働組合は
市民社会組織の中心として重要な役割を果たしてきた。 
 NUNW はもともと現在の与党である南西アフリカ人民機構(South West Africa 
People’s Organisation: SWAPO)の一組織にルーツをもつ。SWAPO は 1960 年にその前身
であるオヴァンボランド人民組織(Ovamboland People’s Organisation: OPO)を基に、解
放運動組織として結成された(Jauch 2010, pp.168-169)77。SWAPO 結成後、SWAPO 内部
で労働問題を扱う部門が作られたが、NUNW はこの部門にルーツをもつ。そのため独立
後、SWAPO の同盟組織として政治の中心となったことは必然的なものであった。NUNW
と SWAPO との間での独立後の協定は 1997 年に署名されているが、この協定においては
両組織の独立性や、政策形成における自律性を維持することが明確になっている(Jauch 
2010, pp.171-172)。そのうえで、NUNW は経済及び社会開発に関して対話と合意のもと
で SWAPO とともに行動することを規定している。 
                                                  
77 OPO は 1958 年に結成されたが、当初の目的は契約労働制度の廃止であった。OPO の前身としてオヴ
ァンボランド人民会議(Ovamboland People’s Congress: OPC)があるが、OPC は 1957 年にケープタウン












(Labour Advisory Council: LAC)であり、政府や労働組合(NUNW, TUCNA)、そして経営
者団体であるナミビア経営者連盟(Namibia Employer’s Federation: NEF)とナミビア経
営者協会(Namibia Employer’s Association: NEA)の各代表者によって労働関連政策に関
して討議されている。LAC は、1992 年の労働法(Labour Act)によって設置が義務付けら
れた機関であり、アパルトヘイト時代の遺制である契約労働制度に代わる新たな労働環境











全国組織の特徴にはいくつか違いがあり、本論文の対象である COSATU 以外の 2 組織の
うち FEDUSA は COSATU に次いで 2 番目に大きな労働組合であり、1997 年に設立され
た比較的新しい全国組織である。FEDUSA の構成員の多くは公務員や金融業、パイロッ
ト、医療関係など比較的教育レベルの高いホワイトカラーであり、現在の構成員数はおよ












スト会議党(Pan Africanist Congress: PAC)との歴史的に深い繋がりある。近年 NACTU
は、非政治志向から変化しつつある FEDUSA と共闘組織として南アフリカ労働組合総連
盟(South African Confederation of Trade Unions : SACOTU)を結成し、ANC-COSATU
同盟へ対抗しようとしている。 
本論文の主たる分析対象である COSATU は、1985 年にアパルトヘイトに反対する 33
の労働組合、構成員数約 46 万人から結成された。非人種主義を表明し、白人労働者の加





府高官として転出していった。また 1979 年の時点で労働組合組織率(union density)は
15.32％であったが、1993 年の時点で 57.98%まで急速に増加しており、このような組織
の拡大も COSATU の影響力の拡大を促す要因でもあった(Webster 1996, p.3)。 
1980 年代、労働者組織は反アパルトヘイト運動との結びつきを深め政治に深く関与する
べきか、あるいは政治的に非同盟の姿勢であるべきか 2 つの立場による議論が行われた
(Buhlungu 2005, p.706)。しかし 1985 年に結成された際、労働問題を単独で解決するこ
との難しさなどから、政治組織との積極的な連携が必要だと判断された。このようなこと
から、民主化過程において COSATU は労働者を民主化闘争へと組み込むと同時に、ANC
                                                  
78 構成員数は公称とも言われており、研究者によっては 15 万人ほどではないかとも推察されている
(Pillay 2006, p.175)。 
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の支持組織として重要な役割を担ったのである。80 年代後半から 90 年代初頭にかけて、






ANC 主導政治に対する COSATU の認識の前提となったことは、民主化運動の支柱とし
ての COSATU の役割を ANC が受け入れているということであった。その点に関して当
初 ANC 指導者たちは、自らの指導力が絶対的なものではないことを認識していた
(Buhlungu 2005, p.708)。特に草の根での人気という点では、ANC は COSATU に大きく
劣っていたのである。しかし民主化過程において、アパルトヘイト政府との対話の中心と




策同意はあまり重視されていなかった(Lodge 1999, p.8)。 
草の根の人気に関しても、民主化後の経済政策として RDP が採用されたことで、不平
等や貧困の改善を期待する市民からも大きな信頼を獲得するに至ったのである。つまり民
主化過程において、反アパルトヘイト闘争の中心であった COSATU と ANC との力関係
が徐々に逆転していき、1994 年の選挙において ANC の一党優位体制が確立したことによ
って、政策形成の場において ANC の存在感の方が名実ともに強くなったものと考えられ
る。その結果として、COSATU との同盟関係があったとしても、必ずしも COSATU との
対話が重視されたわけではなく、GEAR への経済政策の変更のように COSATU の事前了
承のない大きな政策変化も生じたと考えられる。 
 そのため、民主化後の COSATU の戦略は同盟関係を一つの柱とする一方で、政府に対
して労働者に好ましい政策を引き出すためのもう一つの戦略として、他の市民社会組織と





定づけた「社会的組合主義(Social Unionism)」であった(Webster 1988; von Holdt 2002; 




合連合（Federation of South African Trade Unions; FOSATU）は、1970 年代の労働者






























COSATU は ANC との同盟を結び、その重要な支持基盤として活動し、ANC 政権の樹立
へ貢献したのである。 








民主化後の新政権において COSATU は、1995 年の労働関係法(Labour Relations Act)
や1997年の雇用基本条件法(Basic Conditions of Employment Act)などの法案制定を通じ
て労働三権の保障や解雇自由の制限など、労働者の権利の獲得や労働環境整備、RDP の採















2008, p.86)。GEAR を求める声は経済界からだけでなく、IMF など国際機関からも求め
られており、アパルトヘイト後において南アフリカ経済が国際経済のなかに戻るために必




(Cherry 2006, p.146)。 









加えて、COSATU 内部においては ANC との同盟を解消すべきだという声も聞こえてきた












                                                  
79 例えば 1998 年に行われたサンプル調査によれば、1999 年選挙において 75%の構成員が ANC との同
盟を支持すると回答した。また支持する理由として、70%の構成員が労働者の利益を守れるからと考えて




そして 90 年代の金融自由化や、民主化後の新政権による GEAR の採用は、南アフリカの
自由資本主義経済への統合を加速させるに至るとともに、COSATU に対しても大きな影
響を与えることになった。一つには、GEAR 政策が開始された 1997 年から 2001 年の期
間において、正規雇用者数は 640 万人から 680 万人の間でほぼ横ばい状態が続いていた
(Habib and Valodia 2006, p.233)。一方で、同時期の失業者数は 97 年の約 245 万人から

























響を受けてきた鉱業労働者に至っては、85 年から 2002 年にかけておよそ半分まで減少し
た(Habib and Valodia 2006, p.234)。また COSATU の結成以来、主要な支持基盤であっ
た全国金属労働組合（National Union of Metalworkers of South Africa : NUMSA）は 97
年から 2003 年のわずか 6 年において、22 万人から 17 万人へと相当数減少している。 
民主化後の COSATU の年齢別構成員数に関して言えば、36 歳から 45 歳の集団の構成
員数が増加しおよそ 4 割を占める一方、35 歳以下の構成員はほとんど増加していない
(Buhlungu 2008, p.35)。つまり若者の雇用機会が失われてきていることを明らかに示して
いる。90 年代の ANC 政権による経済政策や、鉱業及び製造業の衰退、労働者登録数の減
少は、COSATU の伝統的な支持基盤を失わせるとともに構成員の変化をもたらしてきた
と言える。 








ただしこの同盟の相手には特に ANC の名前が含まれたことから、COSATU は ANC と
の同盟を維持することを最優先にし、基本的には体制内部での政策実現を重視したと推測




た。このことからも明らかなように、1996 年頃を境に、COSATU は「体制内部での ANC
との同盟」と「体制外部での市民社会との連携」という 2 つの行動を活発化させていった
と考えられるのである(Webster 1996, p.3)。 
 
                                                  
80 セプテンバー委員会の提言内容については、COSATU ホームページを参照、







問題など特定の分野に関する抗議活動として生じている(Webster and Buhlungu 2004; 
Pillay2006; Ballard, Habib, Valodia, Zuern 2006; Dawson 2010; 牧野 2006)。社会運動
は、労働組合や住民組織が単独で行うこともある一方で、政治過程により効率的に影響を
及ぼすために協同することも多い。FEDUSA や NACTU が他の市民社会組織との深い繋
がり持ってこなかった一方で、COSATU は 80 年代の結成以来、市民社会組織の活動の保
護者として自らを位置づけ活動してきた(Buhlungu 2003, pp.196-197)。 




るデモ活動や、COSATU の働き掛けによる NEDLAC 内でのタスクチームの設置など、結
果として包括的なエイズ治療政策へと結び付いた。 
このような下からの要請及び抗議活動は、民主化直後から見られたと言われるが、より






される(Buhlungu 2003, pp.197-198)。 
民主化後の社会運動はそれぞれ個別に発生すると同時に、活動最中に相互に協力するな
ど社会運動の重層化が見られる。例えば TAC に限らず、民主化後の土地再分配を求める
「土地なし人民運動(Landless People’s Movement: LPM)」や、「反民営化フォーラム
(Anti-Privatization Forum: APF)81」などの活動は、再分配よりも経済成長を重視した政
                                                  
81 APF は公共サービスの民営化に反対する運動として 2000 年に結成された運動であり、2008 年時点に
おいて 27 のコミュニティ組織や、政治集団、諸個人などによって構成されている(Dawson 2010, p.266)。
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府に対して抗議活動を行う COSATU と、目的は異なっていても連携している(Ballad, 
Habib, Valodia and Zuern 2006, p.2)。ANC一党優位システムである南アフリカにおいて、
与党による政策決定が政府の決定へと直結しやすいため、ANC と同盟を結ぶ COSATU を
ロビー活動に巻き込むことで、このような運動組織は政権内部の情報にいち早くアクセス
できるだけでなく、政策決定過程に直接または間接的に参画する機会を得やすくなるので
ある(牧野 2006, 323 頁)。 














2007, 159 頁)。実際 1994 年から 2004 までの間において、COSATU 構成員に占める未熟
練労働者の割合は 30%から 12%まで減少し、また半熟練労働者の割合も 30%から 26%に
減少してきた(Buhlungu and Webster 2006, p.255)。これに対して熟練労働者の割合は















どに向かっている(Buhlungu 2003, p.197)。したがって、COSATU は本来の主要構成員の
減少に加えて、エリート層からの支持の増加も期待できないことから、貧困層やインフォ
ーマル労働者のようにノンコアやペリフェリーの人々を積極的に取り込んでいくことで、

















。これは、ANC との同盟も重要な戦略と位置付けている COSATU にとっ





330 頁)。そのため、社会運動との連携という COSATU の行動戦略は、ANC との同盟に
おいて喪失してきた影響力を補完するものとして重要であるものの、あくまで ANC との
同盟が優先であり、それを脅かさない範囲において他の市民社会組織との連携を模索して
                                                  
83 APF は COSATU や ANC による同盟政治を資本主義志向の政治とみなし、貧困や失業にあえぐ大多





第 3 節：SWAPO・NUNW の関係性と NUNW の戦略 
 ナミビアにおける主要なナショナルセンターとして存在する NUNW とTUCNA のうち、
歴史的及び政治的に重要な役割を果たしてきたのは NUNW であった。ナミビアの労働組
合組織化率は全体でおよそ 6 割であるが、業種によって組織化率の幅は大きく、公務員や
鉱業において 6 割から 8 割である一方、農業及びその他の労働セクターでは 2 割以下であ
る(Jauch 2000, p31)。そのなかでナミビア最大の労働組合全国組織である NUNW は、公
務員や農業、繊維産業、鉱業など幅広い分野の労働組合(約 7~10 万人)が加盟している
(LaRRI 2009, p.6)。歴史的にナミビア解放闘争が活発になった 1970 年 4 月に結成され、




南西アフリカ鉱山労働者組合(South West Africa Mineworkers Union: SWAMU)など、
SWAPO 体制を否定する立場で活動している。このような労働組合による NUNW への批
判は、労働組合が独立性を保てないばかりか、政府に対する監視の役目も果たせないこと
に向けられた(Jauch 2004, p.27)。そのなかで NUNW に次いで規模が大きな組織が
TUCNA である。TUCNA はナミビア人民社会運動(Namibia People’s Social Movement: 
NPSM)とナミビア労働組合連盟(Namibia Federation of Trade Unions: NAFTU)が 2002




建設、銀行、通信各業界など 13 団体が加盟しており、加盟者数はおよそ 4~6 万人である





                                                  
84 NPSM は 1992 年にナミビアキリスト教社会労働組合(Namibia Christian Social Trade Unions: 
NCSTU)を中心に結成された労働組合であり、建設業界や銀行業界、漁業業界などの労働者が加盟してい
た。一方 NAFTU は、ナミビア公務員組合(Public Service Union of Namibia：PSUN)を中心に 1998 年
に結成され、教師や地方公務員、通信業界などの労働者が加盟していた。 


















Processing Zones: EPZ)を 1995 年から新設した86。このような優遇措置を受けている産業
としては、木炭工場や衣類工場、自動車部品工場などであり、ナミビア国外への輸出を行
うことが条件とされている。 
 この EPZ 政策に関しては、当初 EPZ 内で労働法が適用されないことなど労働者に不利
な点が見られたため、NUNW は導入に反対した(Jauch 2000)。しかし 1995 年 8 月に開催
された政府・経営者団体・労働組合の三者協議の結果として、一定の妥協が成立して導入
が決定した。妥協点としては EPZ 内でも労働法が適用される一方で、EPZ 内でストライ
キ及びロックアウトが 5 年間非合法化されるものであった。 
 ナミビア経済のもう一つの問題は、アパルトヘイト時代から南アフリカ経済と密接な繋
がりを持ち、深く依存していることである。ナミビアは南アフリカやボツワナ、レソト、
スワジランドと南部アフリカ関税同盟(Southern African Customs Union :SACU)を結成
し、加盟国間で域内関税を撤廃し、共通対外関税を採用している。SACU 内では加盟国間
の自由な商品流通が行われるため、免税と数量制限のない条件で南アフリカとの貿易が可










な脅威にさらされている(Jauch 2000)。民主化過程における NUNW と SWAPO の密接な
繋がりを受けて、新たな政治体制が労働者にとって好ましい体制になるだろうという期待








調査(Namibia Labour Force Survey: NLFS)によれば、2004 年から 2008 年の間で農業者
(-48.6%)、製造業(-11.8%)、電力・ガス・水道(-12.5%)などで軒並み労働者数が減少してい
る。しかし南アフリカと異なり、インフォーマル労働者数の割合は年々減少傾向にあり、
1997 年 33.1%であった割合は、32.9(2000 年)、24.3%(2004 年)と減少し、2008 年の労働




(Jauch 2004; LaRRI 2009)。 
インフォーマル労働者の割合傾向に関して意見の対立はあるものの、インフォーマル労
働によって生計を立てざるを得ない人々が多数いることは疑いがない。例えば 2001 年に
行われた労働省(Ministry of Labour)による調査によれば、およそ 8 万 5 千人がインフォ
ーマル労働者であり、全世帯のうち約 57%の世帯がインフォーマルな経済活動による収入






and Research Institute: LaRRI)によるインフォーマル労働者への聞き取り調査によれば、
調査対象のおよそ 97%が労働組合に一切加盟していない(LaRRI 2006, p.25)。 








ォーラム(Namibia NGO Forum: NANGOF)やナミビア全国農業者組合(Namibia 














                                                  






であり、72%の人が3年以上インフォーマル労働に従事していた(LaRRI 2006, p.18, p.34)。
また、このような人々の 85%が社会保障制度によって一切保護されていないことも明らか




集まって結成されたナミビア小商工業者協会(Namibia Small Traders Association: 
NAMSTA)との間で 2007 年に覚書が交わされている。そこでは NUNW が NAMSTA の利
益となるような政策を政労使間の対話のなかで表明することや、住宅や保健など社会保障






























部での ANC との同盟」と「体制外部での市民社会との連携」という 2 つの行動を活発化
させていったと考えられる 
COSATU は民主化の重要なプレイヤーであったが、民主化後その位置付けは徐々に周




際 1994 年から 2005 年にかけての労働組合員の同盟への認識を見た場合、3/4 の人々が同





アパルトヘイト時代、南アフリカは 2 つの亀裂が明らかであった(Seekings and 








                                                  









連携による政府への働き掛けがより重要であった(牧野 2007, 168 頁)。以上の点から考え





であった。特に PWP に関しては 1999 年時点で 24 万人の雇用創出があったが、2004 年
に ANC の選挙公約として 5 年間で 100 万人規模での雇用創出を図ることが発表されてい
る(Webster 2011, pp.166-171)。これは BIG への代替政策でもあり、現金給付政策はあく
までも働くことができない人々のためのものであるという従来の政策志向が維持されたも












                                                  
89 公共事業プログラムの拡大に関しては、2003 年に NEDLAC において政労使間で合意がされていた





















では PWP を拡大することで新規雇用創出と BIG の代替としているが、ナミビアにおいて
このような公共事情プログラムは近年始まったばかりである。ナミビアの公共事業プログ
ラムは、「雇用と経済成長のためのターゲット介入プログラム(Targeted Intervention 
Programme for Employment and Economic Growth: TIPEEG)」と呼ばれるものであり、
2011 に導入が表明された(National Planning Commission 2011)。 
 もともとは 2010 年 8 月に国家計画委員会(National Planning Commission: NPC)によ
る計画を基にしたものであるが、その目的は失業率の減少のために 2011 年から 2014 年の

















いるため、ANC や SWAPO が主体的に作る政策を根本から覆すほどの力は見せられてい
ない。 


























































































したアクターとして、南アフリカにおいては ANC、ナミビアにおいては SWAPO が政策
形成の主導的役割を担った。そしてこの両政党を同盟パートナーとして支えてきたのが、
COSATU 及び NUNW といった労働組合であった。 

















 第 5 章においては、ANC 及び SWAPO の同盟パートナーである労働組合に特に焦点を
当て、政党との関係性が労働組合の選好及び行動戦略にどのような影響を与えたのか、そ
のなかで社会福祉制度の形成がどのように影響されたのか分析した。COSATU 及び
































































第 2 節：考察 








Goals: MDGs)の達成のために、貧困の削減、保健・教育の改善等の 8 つの目標に沿って
実施されている
90






































ェリアなど他のアフリカ諸国でも類似した事例が見られることから(LaRRI 2006; Andrea 



















第 3 節：今後の課題 
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